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＊文部科学省
・特別支援学校教員の特別支援学校教諭等免許状保有状況等調査結果の概要（平成28年度）
（5月31日）
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/material/__icsFiles/afieldfile/2017/05/31/1386391_1.pdf
＊朝日新聞
・子どもの数、過去最低に　ピークから半減の１５７１万人（5月4日）
　１５歳未満の子どもの数は１５７１万人（４月１日時点）で、前年より１７万人減り、比較できる１９５０年以降で最低になった。３６年連続の減少で、ピークだった５４年（２９８８万人）のほぼ半数まで減ったことになる。
　５日の「こどもの日」にあわせ、総務省が国勢調査のデータをもとに推計して発表した。人口に占める子どもの割合は１２・４％で、これも４３年連続で低下。最も高かった５０年（３５・４％）の３分の１近くにまで下がった。
　性別では、男子が８０５万人、女子が７６７万人。年齢別では、０～２歳２９４万人▽３～５歳３０４万人▽６～８歳３１７万人▽９～１１歳３２１万人▽１２～１４歳３３５万人。
　都道府県別（昨年１０月時点）にみると、前年と比べて増えたのは東京都だけで、１万２千人増の１５３万５千人。人口に占める割合は、沖縄県が１７・２％で最も高く、秋田県の１０・３％が最も低い。
　子どもの割合を国別でみると、人口４千万人以上の３１カ国では、米国１９・０％▽中国１６・６％▽韓国１３・４％などとなっており、日本の１２・４％は最も低かった。
http://www.asahi.com/articles/ASK54454YK54ULFA006.html?iref=comtop_list_edu_n01

・【天声人語】（5月5日）
小学３年生のけんたくんは思いついた。ロボットを身代わりにして、宿題や部屋の掃除をさせよう。偽物とばれぬよう自分の特徴を教えようとして、「僕とは何か」を考え始める。絵本『ぼくのニセモノをつくるには』（ヨシタケシンスケ作）は、けっこう深い▼毎年背が伸びているから、僕はまだ「つくりとちゅう」だ。気持ちはコロコロ変わっていろんな僕になるけれど、ぜんぶ僕だ。そして僕はひとりしかいない▼「にんげんは　ひとりひとり　かたちのちがう　木のようなものらしい」と、おばあちゃんに教わった。木の種類は生まれつきだから選べないけど、どうやって育てて飾り付けをするかは、自分で決められる。木の大きさではなく「じぶんの木を　気にいってるかどうかが　いちばん　だいじらしい」▼きょうはこどもの日。自分という木をどう育てるか、一人ひとりが胸をふくらませてほしいと願う。ただ現実はどうだろう▼子どもの貧困が言われ、いじめのニュースも絶えることがない。１３～２９歳で自分の将来に明るい希望を持っている人の割合は、他の先進国より低いとの調査もある。子どもや若者に生きづらい社会になっていないか▼手塚治虫は子どもたちを「未来人」と呼んだ。子どもはわれわれ大人よりも少し進歩しているはずだから、彼らの夢を大事にしなければと語っていた。どんな大人も昔は子ども。いまの子どもたちの未来が明るくなるかどうかは、「元子ども」たちの振る舞いにかかっている。
http://digital.asahi.com/articles/DA3S12923853.html?rm=150

・「学習支援事業」７割超の自治体が前向き　ＮＰＯ調査（5月9日）
　子どもの貧困対策として、自治体などが無料で勉強をサポートする「学習支援事業」について、対象自治体の７割以上が事業を実施または予定・検討していることが、ＮＰＯ法人の調査でわかった。事業を利用する中学生の５～６割ほどが、勉強や友人関係、将来への見通しで良い影響を実感している結果も出た。
　学習支援事業は、２０１５年に施行された生活困窮者自立支援制度をもとに、１５年度から本格始動した。都道府県や市など福祉事務所がある９０１自治体（１６年９月現在）が対象で、各自治体が任意で実施する。
　若者や子どもの居場所づくりを支援するＮＰＯ法人「さいたまユースサポートネット」（さいたま市）が実施状況を調査。昨年１１～１２月、対象自治体のうち７５５自治体から回答を得た。４８・７％が事業を実施し、今年度から実施予定が７・２％、実施検討中が１９・７％だった。厚生労働省の調べでは、１６年度は９０１自治体の４６・９％の４２３自治体が実施した。
　自治体の委託を受けるなどして事業を実施する主体となっている全４４６団体にもアンケートを実施し、３３４団体が回答。約８割は学習教室の形をとっていると回答した。
　自治体の委託などで学習教室という形で事業を実施する団体の一部を通じ、利用する中学生に変化を５段階評価でたずねた。７４８人が回答し「以前より楽しいと思うことが増えた」かどうかについて「とてもあてはまる」「あてはまる」と答えた割合は６３・７％。同様に肯定的な評価を選んだ割合は「勉強がわかるようになった」６２・０％、「友達との仲の良さ」５５・７％、「将来の進学に対する見通し」４９・４％だった。
　同法人の青砥恭（やすし）代表は「事業が勉強を教えるだけの『塾代わり』ではなく、子どもの生活や精神面を底支えするものになっている」と分析。現時点で約半数の自治体が資金や人手不足で事業を実施していないことに触れ「学校では対応しきれない子どもたちを拾い上げる、地域のセーフティーネットという意識を持ってほしい。より多くの自治体で取り組みを広げていくべきだ」と話した。
http://digital.asahi.com/articles/ASK585QJZK58UTIL04L.html?rm=493
・「ネット依存」の中高生、飲酒・喫煙傾向　厚労省が分析（5月11日）
　インターネットに夢中になり、使う時間を減らすのが難しくなる「ネット依存」が疑われる中高生は、飲酒や喫煙をよくする生徒ほど該当する割合が高いことが、全国調査をもとにした厚生労働省研究班の分析でわかった。未成年者の飲酒・喫煙といった違法行為の依存につながる共通要因がある可能性が出てきた。
　調査は２０１２年度、全国の中学・高校から無作為に選んだ２６４校に調査票を送り、生活習慣やネットの使用状況などを質問。約１０万人から回答を得た。「ネットのために人間関係などを台無しにした」「問題から逃げるためにネットを使う」といった回答をもとに、男子の６・４％、女子の９・９％が「依存の疑いが強い」と判断した。
　飲酒習慣との関係を分析すると、飲まない生徒ではネット依存が疑われる割合は７・３％だったが、月に６～１９日飲酒する生徒では１５・６％、２０日以上では２５・１％と、飲酒の頻度が高いほど依存の割合も高い傾向だった。
　喫煙についても、吸ったことがない生徒ではネット依存が疑われる割合は７・７％だったのに対し、「ときどき吸う」では１６・９％、「習慣的に吸う」では１４・９％だった。
　ネット依存と飲酒や喫煙習慣がどう関わっているのか、この調査だけでははっきりしない。分析をした大分大の井谷修准教授は「同じ要因が、別のタイプの依存症状として表れているのかもしれない。依存を幅広くとらえて、予防や治療のための対策を考えていくべきではないか」と話す。
　調査では、ネット依存が疑われる生徒は全国で５２万人近いと推計された。その後も中高生らへのスマートフォンなどの普及が進み、ネット依存の生徒は現在、さらに増えているのではないかと予想されている。
http://www.asahi.com/articles/ASK527RMZK52ULZU00T.html?iref=comtop_list_edu_n04

・わいせつ容疑の担任、過去にも苦情　親「防げたはず」（5月12日）
　愛知県豊田市の市立小学校で２０１４年、特別支援学級の女子児童が当時の担任からわいせつ行為を受けた。教諭は過去に別の女子生徒の体を触ったとクレームを受け、トラブルになっていた。「防げた事件だったのではないか」。市の監督責任をただすため女子児童の親は市を提訴した。朝日新聞の取材に児童の父親が応じた。
　女子児童の父親で４０代会社員は昨年９月、強制わいせつ事件を捜査した豊田署の女性刑事から、デジタルカメラで撮影された２枚の画像を見せられた。
　市立小学校の家庭科準備室で娘は、ズボンをくるぶしまで下ろし、下半身が露出した状態で立っていた。もう１枚は、その姿のまま机の上で仰向けに横たわっていた。言葉を失った。「なんで……」。そう言うのが精いっぱいだった。
　元教諭は同月、別の女子児童に対する強制わいせつ容疑で逮捕されていた。父親が見た画像は、家宅捜索で県警が押収した、元教諭が使ったデジタルカメラの記録媒体に入っていた。
　「仕事熱心で真面目な男」。父親は元教諭にそんな印象を持っていた。学校での娘の様子について連絡帳のノートいっぱいに記してきてくれた。寝坊で遅刻した時は、自宅まで車で迎えにきてくれた。なのに、なぜ。
　「被害届を出しましょう」。刑事から促されたが、にわかに信じられず、「３日、猶予をください」と答えた。
　撮影された１４年１０月当時、娘は同校の特別支援学級にいた。記録媒体には、別の女子児童とみられるお尻や、股間を狙って撮った画像も見つかった。元教諭はその後、娘への強制わいせつなどの容疑で再逮捕された。
　元教諭は謝罪の手紙を送ってきた。Ａ４判２枚の便箋（びんせん）には「私が撮影したことは事実です」「どれほどの心労、苦痛を与えてしまったのでしょうか」「二度と前に出て心煩わせるようなことはいたしませぬ」などと書かれていた。怒りで当時は読む気になれず、問いただす気にもなれなかった。
　その後、元教諭が前任校の市立中学校でも女子生徒を触ったとして、生徒の親が学校に苦情を寄せていたことを知った。元教諭は半年間、休職した後に復職希望を出し、１３年春、市立小学校へ異動していたこともわかった。娘への事件はその１年半後に起きた。防げた事件だったのではないか――。
　「なぜ教諭が教育現場に復帰できたのか」「なぜ（娘のいた）特別支援学級の担任になったのか」。父親は豊田市教育委員会に疑問をぶつけたが、満足のいく回答が寄せられなかったという。「教室での犯罪は学校に責任がある」と話す。
http://digital.asahi.com/articles/ASK5D5W9NK51OBJB001.html?rm=562
・２分の１成人式、広がる　「感謝の言葉」苦にする子も（5月18日）
　１０歳になったことを祝う「２分の１成人式」が、小学校の行事として定着しつつあります。親への「感謝の言葉」の発表などが「感動する」と評価されているようです。一方で、場合によっては子どもにとってつらい体験になることもあり、配慮を求める声も出ています。
　２分の１成人式は小学４年生が対象で、成人式と同じ１月などの３学期に開かれることが多い。子どもが親への感謝をつづった手紙や将来の夢を発表するのが主流で、親から子どもにメッセージを贈ることもある。
　学習指導要領に明記された活動ではなく、あくまでも学校の自主的なイベントだが、実施する学校が全国的に急速に広がっている。浜松市は「自分を支えてくれる家族や先生に感謝しながらこれまでの自分を振り返り、将来に対して希望を持つため」として、２０１１年度から開催を推進。１５年度には市内にある１００校全てで開かれた。
　０２～０４年度に小学４年の国語教科書の一部で取り上げられたり、今も「１０年後の自分への手紙」などが記載されている教科書が多かったりするものの、国立教育政策研究所の渋谷一典調査官は「正直、なぜこんなに広がったのかよく分からない」と話す。
　そもそもどういう経緯で始まったのだろうか。ある教育関係者によると、３０年ほど前に一人の教員が「節目のお祝い」として開いたことが最初とされるという。そして、徐々に実施校が広まるにつれて「感謝」や「感動」の演出が強くなっていき、ここ１０年ほどで教育関係の雑誌で取り上げられたり、インターネットで話題になったりしたことが導入拡大を後押ししたとみる。
　保護者の評価は高い。「ベネッセ教育情報サイト」が１２年、「２分の１成人式をしたことがある子を持つ保護者」を対象に実施したインターネット調査では、約１２００回答のうち、２分の１成人式に「とても満足」「まあ満足」が合わせて約９割に上った。「夫婦で涙した」「家族の絆が強まった」といった感想が寄せられたという。
■「みんなが幸せな家族じゃないのに」
　ただ、こうした行事を苦にする子どももいる。
　東京都羽村市議の馳平耕三さん（５５）は、１５年９月の市議会で「複雑な家庭事情のある児童にも配慮したものにならないか」と質問した。その少し前に、公民館で地元の子どもたちの勉強を見ていた時、小５の女の子の話を聞いたのがきっかけだ。
　親は離婚し、一緒に暮らす父親は子どもに無関心だった。そんな状態で学校から２分の１成人式のために親への感謝の作文を書くよう言われ、「ウソをつくのはいやだ」と感じた。それでも周囲の目を気にして自分を殺して書いたが、読んだ担任は「感謝の気持ちが足りない」。２度書き直しを指導された。
　親から子どもへの文章も必要だったが、父親は書いてくれず、祖父に頼んだ。女の子は「何の感謝もしていないし、つらいことの方が多かった。みんなが幸せな家族じゃないのに」と、当時を思い出して泣いたという。
　複雑な家庭の子どもに配慮しようとする教員もいるが、一度始めた行事を変えるのは大変なようだ。関東地方の公立小に勤めていた３０代の男性は数年前、担任する４年生のクラスに父親を亡くした子どもがいた。ほかのクラスの担任や校長と話し合い、保護者は呼ばず、子どもが将来の夢などを考える授業に変えた。
　ところが、保護者からは「上の子どもの時はやったのに、どうして今年はないのか」「楽しみにしていたのに」などの苦情が寄せられた。子どもからの文句はなかったという。
　男性は「子どもにとっては『面倒くさい行事がなくなった』ぐらいなものだった。親を喜ばせるためのイベントで苦しむ子どもがいるくらいなら、やめてしまった方がいい」と話す。
　愛知県内の元小学校長（５８）は３年前、教員が保護者に「子どもへの手紙」を頼もうとしていると知り、「問題を抱えた家庭もある」と指摘した。これに対し、「去年もやった」と教員の一部から反対の声が上がったが、最終的に手紙はなくし、自分の夢などを発表する内容になった。「行事の中身を精査するよりも、前例を踏襲することが最優先になってしまっていた」と振り返る。（田中聡子）
■感動追求ありきに注意
　〈内田良・名古屋大学大学院准教授（教育社会学）の話〉　様々な家庭環境の子どもが集まるのが学校教育の場だ。虐待を受けている子ども、親がいない子ども、離婚・再婚した親の子どもは珍しくない。親に感謝したくない、過去を振り返りたくないという子どももいるだろう。学校や保護者は「感動」を追いかけて、そうした子どもたちが見えなくなってしまってはだめだ。学校はつらい思いをする子どもが出ないように配慮する責任がある。２分の１成人式自体を否定するわけではない。将来の夢を考えたり、２０歳の自分に手紙を書いたりと、自分の未来に向けた、子どもにとって役立つイベントにしてほしい。
http://www.asahi.com/articles/ASK5B5Q4MK5BUTFL01N.html?iref=comtop_list_lif_n01
・１０歳未満、４割がネット利用　２歳でも２８％　国調査（5月20日）
　内閣府は１９日、１０歳未満の子どものインターネット利用に関する調査結果を発表した。動画を見ることなどを目的に、４割がインターネットを使っていることが分かった。１０歳未満を対象にした全国調査は初めてだという。
　調査は１月、０～９歳の子どもの保護者２千人を対象に、調査票を配布・回収する方法で実施。１５５０人から回答を得た（回収率７７・５％）。
　スマートフォンや携帯ゲーム機などでのネット利用率を年齢別にみると、０～１歳は１０％未満だが、２歳は２８・２％、７歳は４９・７％、９歳は６５・８％だった。平日１日の平均利用時間は約１時間。ネットの利用内容は動画視聴が８５・４％で最も多く、ゲームが６５・８％、知育（言葉、数遊びなど）が３０・４％と続いた。ネットを利用する子どものうち自分で機器を操作できるのは７７・５％だった。
http://www.asahi.com/articles/ASK5M4VLLK5MUTFK019.html?iref=comtop_list_edu_n02
・文科副大臣、教諭の体罰は「いじめ助長」　仙台中２自殺（5月22日）
　仙台市でいじめ被害を訴えていた市立中学２年の男子生徒（当時１３）が自殺した問題を受け、義家弘介（ひろゆき）文部科学副大臣が２２日、文科省内で仙台市の奥山恵美子市長、大越裕光教育長らと面会した。２人の教諭がこの生徒に体罰を加えていたことについて義家氏は「いじめを助長させる行動だ。子どもを守るはずの教員による、極めて不適切な指導だった」と批判した。
　この問題では、教諭２人が生徒の頭をたたいたり、粘着テープで口を塞いだりしていたが、生徒の自殺後の調査に申告せず、同級生の保護者からの連絡で明らかになった。義家氏は「市教委が主体となって事実の解明や再発防止策にあたるのは透明性、信頼性の観点から困難だ」と述べ、市長が調査を主導するよう求めた。教育委員会は首長から独立して教育行政を担うことが原則で、文科省がこうした調査で首長に主導的な対応を求めるのは異例だ。
　仙台市は今後、体罰が自殺のきっかけになった可能性も含めて調べるという。奥山市長は面会後、「教育現場への信頼を大きく損ねており、指摘を厳しく受け止めている。開かれた形で調査をしていきたい」と述べた。
・自殺前日「おかんたのむ」　気づけなかった息子のＳＯＳ（5月23日）
　自殺に追い込まれた人は直前にＳＯＳを出しているという。身近な人が気づくことが大切だともいう。そうであるなら、見落とした私たちはどれほど愚かなのか――。３４歳の長男を自殺で失った大阪市の母親（５３）と父親（５２）は「この世の地獄そのもの」と、ひたすら悔いる日々を送る。
　「これが私の産んだ子か」。棺（ひつぎ）の中にいる長男の左ほおに右手を添えて、母親は思った。
　「葬儀が終わったら、自分も死のう」。長男の右ほおに左手をあてて、父親は考えた。
　父親だけが泣いた。「冷たい」という手の感触は、２人とも同じだった。
　昨年９月に長男が亡くなってから、２人は月命日の墓参りを欠かさない。語りかける言葉は変わらない。
　母親は「いつもわがままを言ってきたやんか。どうしてこの時だけ、この道を選んだんや」。
　父親は「ごめんな。もっと早く何かに気づいてやれれば。ごめんな。ＳＯＳに気づかれんで」。
　周囲がＳＯＳに気づいてあげて。自殺防止をめぐって必ず出るこの言葉に、２人は打ちのめされている。
　離れて住んでいた長男は死の２日前、２人の家に遊びに来た。いつもの何でもない日常。何の印象も残さなかった。
　前日、「お金を貸して」と電話をかけてきた。たまにあったことだ。「いまから取りにくるか」と尋ねた父親に、「明日でええ」と答えた。
　亡くなった日の夜、「おかんたのむわ（笑）」というメールを友人に送っていた。そのことを、２人は翌朝に知った。
　父親は「無念。断腸の思い。悔い。いろいろ言えますが、正直に言うて、今も理由が分かりません」。
　母親は、長男の人生すべてがＳＯＳだったのだと思いつめている。
　離婚したとき、小学４年の長男を引き取った。いまの夫と同居するようになった４年前まで、ミナミのクラブで働き、雑貨店も営んだ。「小学生に独り暮らしをさせたようなもの」
　幼稚園の連絡帳に、「元気です。でも、お友だちにいじわるしたんですよ」と書かれた。夢はお相撲さん、後にプロボクサー。高校を出て職を転々とした。２０代の一時期、うつ病だった。毎年一緒に行った沖縄旅行では、浜辺でぼんやり寝そべってばかりだった。
　「孤独だ」「寂しい」。長男はいつだって、そう叫んでいたのだ、と母親は考えるようになった。ＳＯＳじゃないと思えるのは、３６００グラムで生まれたことぐらい。自分の子育ては全て間違っていた。あらゆるＳＯＳに気づけなかった。そう自分を呪い続けている。
　長男の遺影は枕元に置いてある。幼いころの写真、母子手帳、へその緒は仏壇に積み上げたまま。「触る勇気がない」
　父親は、妻と同居を始めた４年前、すぐ長男に電話した。返ってきた第一声は「ゴアだろっ」。
　妻とは幼なじみで、長男を子どものころから知っていた。「マグマ大使」のゴアにそっくりだ、と長男に言われたことがあった。
　２０年ぶりの電話だったのに、覚えてくれていた。以来、足しげく遊びにくる長男と、格闘技の話をするのが楽しみになった。
　「ボクシングの試合を一緒に見に行きたい」。そう言って、父親はまた泣いた。
http://digital.asahi.com/articles/ASK4L64NGK4LPTIL02W.html?rm=1025
・ＬＧＢＴの教員研修、全国６割で実施　文科省通知で対策（5月26日）
　教育現場でＬＧＢＴなど性的少数者の子どもへの配慮を求める国の通知を受け、全国の都道府県・政令指定都市教育委員会のうち、約６割の４０教委でＬＧＢＴに特化した教員研修を行っていることが、朝日新聞の調べでわかった。ただ、参加率は平均で約７％にとどまり、専門家は「より多くの教員が参加できる仕組み作りが必要だ」と指摘している。
　文部科学省は２０１５年４月に初めて、性的少数者の子どもに配慮するよう、都道府県教委に通知した。昨年には教員向けの手引も公開している。
　朝日新聞は昨年１１～１２月、日高庸晴・宝塚大看護学部教授（社会疫学）の協力を得て都道府県と政令指定都市の６７教委を対象にアンケートを実施。ＬＧＢＴへの理解を進める取り組みについて聞き、全ての教委から回答を得た。
　回答によると、ＬＧＢＴへの理解に特化した教員研修を４０教委が行っている。また、２２教委が教員向けの人権研修などでＬＧＢＴをテーマに取り上げており、合計すると全体の９割超が研修の対象としていた。
　一方、研修への参加教員数（延べ１２万３５５３人）を、６７教委の全教員数（１７７万２５６２人）で単純に割ると平均参加率は約７％。教委ごとに参加率をみると、最も高い岡山県教委の６９％を筆頭に１６教委で１０％を超えていたのに対し、１５教委は「１％以上３％未満」、１３教委は「１％未満」で、取り組みに濃淡が表れた。
　日高教授は「文科省が性的マイノリティーに関して、通知と手引を出したことは大変画期的なことだ。一方で、教育委員会ではすべての教員が学ぶべき課題であるという認識や、現状への危機感がまだ薄いのではないか。時間を要しても、教員全員を対象にした研修の枠組み作りが急務だ」と指摘する。
■研修以外の独自の取り組みも
　ＬＧＢＴへの理解を進めるため、全国の教委は研修のほかにも、様々な対策を行っている。朝日新聞のアンケートに対し、３８教委は「独自の取り組みがある」と答えた。
　研修の参加率が最も高かった岡山県教委では、人権教育の講師情報をネット上などで確認・依頼できる「講師バンク」に、当事者や大学教授ら７人を講師として登録している。講演会を開催した場合は、経費の一部を県が負担する仕組みもある。
　鹿児島県教委は人権教育に関する調査で、ＬＧＢＴについての教職員向け校内研修などの実施状況に加え、「児童生徒のなかに当事者がいるかどうか」の設問を加えた。担当者は「実態把握とともに、教員の意識を高めることにもつながる」と狙いを説明する。島根県教委も同種の調査で、「性同一性障害」についての教職員研修の実施状況や、児童生徒の学習状況を聞いている。
　浜松市教委は、ＬＧＢＴを特集した人権教育の手引を全市立校に配布し、昨年度から指導の様子や研修意識の変化について調査を開始。結果は全校に伝えるという。横浜市教委はＬＧＢＴの団体と協力して教員向けのハンドブックを作成し、全市立校に配布している。
http://digital.asahi.com/articles/ASK4T3SV6K4TUTIL02N.html?rm=726

・（社説）子どもの安全　見守る目の多いまちを（5月27日）
　千葉県で登校中の小学３年生の女の子が行方不明になり、殺害された事件で、学校の保護者会の元会長が起訴された。調べに対し黙秘しているという。
　日ごろ率先して通学路の見守りに立っていた人物だ。
　１２年前に広島県と栃木県で、下校中の小学生が同じく命を落とす事件が続いたのを機に、大人たちの目で子どもを守る活動が広がった。しかし、見守る側が事件を起こすことは、もちろん想定してこなかった。
　起訴内容のとおりなら、どうやって子どもの安全を確保すればいいのか。とまどう保護者の声が地元に限らず聞かれる。
　子どもが一人でいる時間、見ている大人がいない時間をなるべく減らす。そうやって危ない状況を最小化する――。この基本線に変わりはないはずだ。
　万全の対策はない。考えられる方法を組み合わせ、それぞれの地域の実態にあうやり方を見つけてほしい。
　子どもを一人にさせないためには、グループを作ったり、友達どうし誘い合ったりしての登下校が考えられる。地域を循環するバスを通学に活用する手もあるだろう。
　昼間は現役世代が地元を離れがちだ。お年寄りが出歩きたくなる街をつくることも、見守る目を増やす効果につながる。たとえば公園に健康遊具を置く、空き地や空き店舗を憩いの場として活用する、などだ。
　多くの人に広く薄くかかわってもらえれば、見守り活動の中心メンバーの「活動疲れ」をやわらげる効果も期待できる。
　今回の事件をうけて、わが子に人を疑うことを教えないといけないのかと悩む親もいるようだ。だが、子どもの安全に詳しい千葉大学の中村攻（おさむ）名誉教授は「いちばん安全で安心なのは、人と信頼し合い、何かあれば助け合う社会」だと訴える。その芽を摘んでしまうようなことには慎重でありたい。
　危ない人を見きわめようと言っても、とりわけ低学年の子には難しい。「人」より「場所」に着目した対策を、地域全体で考えてはどうだろう。
　子どもがいつ、どこで怖い目に遭っているかは、子どもたち自身が知っている。プライバシーに配慮しつつアンケートなどで聞き取り、現場を訪ねる。生い茂った植え込みが視界をさえぎっていれば刈り込み、暗い高架下には街灯をつける。
　そんなふうに、子どもたちが安心して学び、遊べる環境を、行政とも協議しながら整える。
　地道な取り組みを、一歩ずつ進めていくことが大切だ。
http://www.asahi.com/articles/DA3S12958118.html?iref=comtop_shasetsu_01
・ビートルズは「窓」、描いて外の世界へ　自閉症の１５歳（5月29日）
　井上耕児朗さん（１５）にとってザ・ビートルズは、外の世界に自己表現する「窓」のような存在だ。３歳で自閉症と診断され、他者との自由な会話は得意ではない。だがビートルズに出会ってから、夢中になって４人を描き続けてきた。展示会への出品だけでなく、横浜市内の自宅の壁は、自作のビートルズの絵でいっぱいだ。
　「体中で感じたままを表現できる感性を持つ子。一度しかない人生、好きなことをやらせたい」と母親の貴香（きこ）さん（４５）。
　川崎市の養護学校高等部１年。月に一度、障害のある子を対象にした金子光史さんの絵画教室に通う。藤沢市内で毎年開かれる「障害のある人もない人も」がテーマのアート展にも出品する。
　小さい頃から絵が大好き。両親と兄がビートルズ・ファンで、楽曲をよく耳にしていた。２０１１年放送のテレビの特集番組を見たのを機に繰り返し楽曲を聞き、映像を録画して見るようになり、猛然と描き始めたという。
　ビートルズのカレンダーなどの写真を見ながら走らせる「弾むような、生き生きした線」が特徴。同じ写真を嫌うため、母や大学生の兄（１８）が古書店やネットで珍しい写真を探す。
　１３年１１月、元メンバーのポール・マッカートニー来日時は、家族４人で東京ドーム公演を見に行った。最後列の席だったが「ノリノリで何度も跳びはね、本人には忘れられない経験だったみたい」と貴香さん。帰宅後、記念に買ったポールのポスターを見てすぐに描き上げた。
　創作は自宅玄関や階段の壁などにも広がり、椅子や脚立を使って描く余白を探した。描き終えると、ビートルズのカレンダーを抱いて眠り込んだ。他のミュージシャンの写真だと、ビートルズほど熱の入った作品にならないという。
　街を歩いて、ビートルズのメロディーが聞こえると立ち止まる。母が「何？」と尋ねると、曲名を教える。後期のアルバム「アビイ・ロード」や「レット・イット・ビー」が特に好き。画集を出版したいと貴香さんは考えている。
　金子さんによると、自閉症の子は小学校当時は絵が好きでも、中学・高校に進むと離れる傾向があるという。「３０年、描き続けている人もいる。耕ちゃんも、そうなってほしい」
　取材中、自作の絵を指さし「ジョン、ポール、ジョージ、リンゴ」と教えてくれた耕児朗さん。最後に握手すると、「楽しもうね」と言った。
http://digital.asahi.com/articles/ASK5S5R8JK5SULOB01M.html?rm=614
＊毎日新聞
・子ども貧困対策指標を８項目追加　成育環境も重視（5月5日）
　内閣府は子どもの貧困対策の進み具合をチェックするために導入している指標を、２５項目から３３項目へと拡大することを決めた。新たに「朝食を食べない児童・生徒の割合」「ひとり親家庭で養育費を受け取っていない子どもの割合」などを加え、改善していなければ政策に反映させる。従来は教育環境を巡る指標が多かったが、成育環境など子どもを取り巻く状況を多面的に把握するのが狙いだ。
　２０１４年に策定された国の「子どもの貧困対策大綱」は、数値目標を盛り込まない代わりに、２５項目の指標で施策の実施状況や効果を検証するとしている。指標は大きく、高校・大学進学率などの「教育の機会均等」（２１項目）と、母子・父子家庭の就業率などの「健やかな成育環境」（４項目）に分かれる。
　２年後の大綱見直しを控え内閣府の有識者会議が議論した結果、貧困家庭で育った子が成人後に貧困に陥る連鎖を断ち切るために、成育環境の改善に一層力を入れるべきだとの認識で一致。今年度からこの分野に「ひとり親家庭の親の正規雇用の割合」「必要な頼れる相手がいない人の割合」など６項目を追加することにした。教育の機会均等でも「全世帯の高校中退率」「学力に課題のある子どもの割合」の２項目を加えた。
　新規の８項目はいずれも既存のデータだが、一般に公表されていないものもある。当面は「参考指標」とするが、大綱見直し時に正式な指標とする方針。
　有識者会議では、低所得世帯についてよりきめ細かい状況を把握する必要性などを指摘する声もあり、内閣府がさらに検討を続ける。【堀井恵里子】
子どもの貧困対策の新たな指標
＜健やかな成育環境＞
・朝食を食べない児童、生徒の割合
・相談相手がほしいひとり親の割合
・必要な頼れる相手がいない人の割合
・ひとり親家庭の親の正規雇用の割合
・ひとり親家庭での養育費の取り決め割合
・ひとり親家庭で養育費を受け取っていない子どもの割合
＜教育の機会均等＞
・全世帯の高校中退率
・学力に課題のある子どもの割合
https://mainichi.jp/articles/20170505/k00/00m/040/149000c
・赤ちゃんポスト　１０日で開設１０年　熊本・慈恵病院（5月8日）
救える命最優先に　次男迎えた家族「出自に配慮を」
　親が育てられない子どもを匿名で受け入れる「赤ちゃんポスト（こうのとりのゆりかご）」を熊本市の慈恵病院が開設し１０日で１０年を迎える。預けられた子どもは昨年３月までに１２５人。子どもの出自を知る権利などを巡り今も賛否に揺れているが、慈恵病院の相談窓口を通じて男の子を家族に迎えた一家は救われる命の重みを感じている。
　２０１３年５月７日深夜、慈恵病院で男の子が産声を上げた。「よかった。元気に生まれた」。昼間に新幹線で駆け付けた福井県越前町の森崎千春さん（４３）、妻麻紀さん（４０）、長男悠貴さん（８）の３人はすぐに病室で赤ちゃんと面会し、夫婦はこれから親となる自分たちの愛情を刷り込むように抱いた。連れて帰る日には家族そろって病院近くの教会へ。「この子は私たちが守っていかなければならない」と胸に刻んだ。
　生みの親は若い女性で、予期しない妊娠に悩み慈恵病院がゆりかごと共に設けている２４時間の妊娠相談窓口を頼った。森崎さん夫婦は不妊治療を断念した後、生後間もない時期から養子縁組前提で育てる「赤ちゃん縁組」で２００９年に悠貴さんを迎えていた。「そろそろ２人目を」と考えていた折、赤ちゃん縁組を世話した愛知県の社会福祉士、矢満田（やまんた）篤二さんが病院とつなぎ、その後特別養子縁組が成立した。
　今年４歳の春を迎えた次男晴斗ちゃんはかぶとが飾られた自宅の居間で、好きな電車の絵本を広げていた。その姿に千春さんが「物覚えが早いんですよ」と目を細めれば、晴斗ちゃんは千春さんを「やさしい」と言ってはにかむ。
　だが、幸せを感じながらも夫婦は「子どもたちは自分の過去を知りたいと思う時が来る」と配慮を忘れない。悠貴さんには生みの親の女性から預かっている手紙を小学２年生の時から読み聞かせている。「どういう人」と尋ねられることもあり、一度会った印象から「優しい人」と答える。晴斗ちゃんは生みの親から預かったものはないが、誕生を待ちわびる家族３人の様子を収めたホームビデオを大切に残している。
　それだけに匿名での預け入れを前提としたゆりかごの評価は難しい。千春さんは「母親が子の命を奪うような二重三重の悲劇はあってはならず、まず命を最優先に、という病院の思いはすばらしい」と感じる。だが、やはり「子どもは産んだ人は絶対気になると思う。その時に全く分からないのはどうか」と懸念を抱く。「ゆりかごは最終手段であり、まずは病院に相談してほしい。そして私たちのような家庭で命をつなぐことを確立していくことが大事ではないか」
https://mainichi.jp/articles/20170509/k00/00m/040/096000c
・東京レインボープライド　「誰を好きでもええやん」に共感（5月10日）
　２０１２年から行われている「東京レインボープライド」のパレード。虹色の旗を振りながら、東京・渋谷を練り歩くこのイベントは、年々規模が大きくなり、今年も過去最多を更新した。第１回から毎年参加している大学生と一緒に歩き、この６回で、パレードがどう変化してきたかを聞いた。【中嶋真希】
　東京レインボープライドは、性の多様性を訴え、性別や国籍など関係なく誰もが共に楽しめるイベントだ。今年も４月２９日から開かれ、最終日の５月７日、代々木公園周辺でパレードが行われた。全部で２３の山車（フロート）があり、「同性婚法制化」「まぜこぜの社会に」などそれぞれテーマが決まっている。記者は、中央大学のサークル「ｍｉｍｏｓａ（ミモザ）」に同行。メンバーはＪ－ＰＯＰのヒット曲を流しながら歩くＮＰＯ法人にじいろ学校のフロートを選んだ。
　ミモザは、同大４年の鈴木南十星（なとせ）さん（２１）が１４年１１月に設立したサークルで、映画上映会やトークイベントを通じて性の多様性を発信している。鈴木さんは、高校２年生だった第１回からパレードに毎年参加している。ツイッターなどで参加者を募り、ミモザのメンバー７人と、学内外から１８人が集まった。
　パレードは、第１フロートが正午にスタート。にじいろ学校のフロートは、１２番目だったため、午後１時に代々木公園を出発。沿道から「いってらっしゃい！」と声がかかった。
　にじいろ学校のフロートは、レインボーだけでなく、黒と灰色、白、紫の４色旗もなびいていた。これは、アセクシャルであることを示す旗。異性、同性のいずれに対しても恋愛感情を抱かない、もしくは恋愛感情はあっても性的対象がいないのがアセクシャルだ。同性愛、性同一性障害が取り上げられることが多いが、性はグラデーション。さまざまな形がある。
「家族連れが増えた」
　コースは約３キロ。鈴木さんは、第１回のころは「沿道からの冷たい視線が気になって十分楽しめなかった」というが、今は沿道の声援が絶えない。「沿道に子供が増えましたね。家族連れが多い。昨年はお店の中から手を振るだけだった店員さんや、企業の人たちが、今年は沿道に出て応援してくれた。協賛企業としてお金を出すだけじゃなく、行動に移してくれる人が増えたのかな」。大きなレインボーの旗を振って、歌いながら歩く記者にも対向車線を走るトラックの運転手が手を振ってくれた。
　「同性婚の法制化を」など、沿道でプラカードを持つ人たちの姿も目立った。規模が大きくなったとはいえ、周囲にカミングアウトしていない人にとっては、パレードへの参加は容易ではない。参加すればニュース映像や報道写真に映り込む可能性もある。「歩きたいけど、歩けない」という人たちにとっては、沿道からメッセージを送れるのもパレードの魅力だ。「レインボーを身につける人も増えていますね」と鈴木さんはうれしそうに話す。
「誰を好きでもいいよね」
　関西から参加した立命館大２年の高垣真美さん（２０）は、プラカードに「誰を好きでもええやん」と書いた。沿道の男性が、それを見て「そう、誰を好きでもいいよね」と高垣さんに声をかけた。その一言に、周囲がぱっと明るくなった。高垣さんは、「メッセージが伝わって、共感してくれた。うれしい」と笑顔だ。
　高垣さんは、大学で勉強会を開くなど、性的少数者への理解を深める活動をしているが、パレードに参加したのは今回が初めて。「パレードを応援してくれる人がたくさんいた。当事者ではない私は、本当の苦しみは理解できないのかもしれないけど、理解したい」と決意を新たにした。
　約１時間、渋谷・原宿を歩き、代々木公園に戻ってパレードは終了した。鈴木さんは、「もう終わっちゃった」と名残惜しそうだ。「パレード沿道で人がいない場所が年々減っている。反応も良くなっている」と満足そう。ゴール後、ミモザのメンバーは足を止めることなく、後続のパレードに声援を送るため、沿道に駆けていった。
https://mainichi.jp/articles/20170510/k00/00e/040/251000c
・育児　スマホ利用４割　しつけ方や遊び、知育で　北九州（５月１７日）
　子どもの遊びや知育などに、約４割の保護者がスマートフォン（スマホ）を取り入れていることが北九州市の調査で分かった。市が昨年１１～１２月、５年ぶりに実施した「市健康づくり実態調査」の中で、今回初めてスマホの利用に関する質問を設けた。スマホが育児生活に浸透していることがうかがえ、市は健康への影響の観点から分析を進める。
　調査では、「子どものしつけや遊びにスマートフォンを使っているか」という質問を設定。「よく使っている」「ときどき使っている」と回答した割合は、就学前（６歳まで）の子どもの保護者（回答数９０５人）が４０％、小学生の保護者（同１０１９人）が３６．４％だった。
　画面に触れるだけで直感的に操作できるスマホでは、お絵かきなど幼児用の知育アプリも数多く開発されている。市は「一定程度、スマホが浸透していることはうかがえるが、評価するには今後の継続調査が必要だ」としている。
　また、小学生についての「普段、外で体を動かしているか」という質問では、「ほぼ毎日」という回答は前回調査から２．８ポイント減の２５．４％だった。調査結果は有識者らを交えた懇話会で議論される予定で、市は「特に、スマホの外で運動する時間への影響という観点から分析していきたい」としている。
https://mainichi.jp/articles/20170517/k00/00e/040/187000c
・児童福祉法　改正案、衆院で審議入り（5月17日）
　児童虐待対応への家庭裁判所の関与強化を柱とした児童福祉法の改正案は１６日、衆院本会議で趣旨説明と質疑が行われ、審議入りした。法案は、虐待をした保護者に児童相談所が指導するよう家裁が勧告できる。児相の指導の実効性を高めることで、子どもができるだけ家庭で暮らせるようにする。２０１８年度施行予定。
　家裁による勧告は、親の意に反して子どもを里親家庭や施設に入れるよう児相が申し立てた際に、都道府県を通じて行う。
　児相の指導を受けても子どもへの接し方が改善しなければ、家裁は施設入所などを承認する。一方、改善して入所などを却下した場合も、引き続き指導が必要と判断すれば再度勧告できる。
https://mainichi.jp/articles/20170517/k00/00m/040/157000c
・性同一性障害「自分は女性」編む　震災経て「生き直す」（5月17日）
　「女性としての自分を殺してきた」。そう話す宮城県在住のあめるさん（４７）は、戸籍上は男性で性同一性障害に苦しむ日々を長年送り、追い打ちをかけるように、東日本大震災では両親と祖母、職まで失った。それから４年後の秋、副業の人形作りで、編み棒を手に初めて毛糸をたぐると、女性として満たされる感覚に全身が包まれた経験をする。「もう、本当の自分を隠すのはやめよう」。女性として生き直す決意を固める転機だった。【加藤栄】
　１７日は１９９０年に世界保健機関が精神疾患リストから同性愛を削除したことを記念し、欧米で始まった「同性愛嫌悪とトランスジェンダー嫌悪に反対する国際デー」で、あめるさんも手先の器用さを生かした編み物教室を開き、性的少数者（ＬＧＢＴなど）との交流を始めたばかりだ。「あめる」はあだ名で「編める」の意。「本当の自分」を編み上げる日々が始まっている。
　長男として生まれたあめるさんは、幼い頃から自分の性に違和感があった。父親は女性のような仕草や態度を注意し、友達にはいじめられた。「朝起きたらまず殺す。女性の自分を殺す。毎日が自殺する日々だった」。つらかった日々の影響か、中高校時代のことはあまり思い出せない。
　県内の山あいの農村に転居した２０代前半に縁があった女性と結ばれ、男女１人ずつの子供に恵まれた。仕事は昼は農業。細かい仕事が得意で、夜は粘土を使った人形づくりに励んだ。
　そして震災には、家庭の事情で戻っていた実家近くのアパートで遭遇した。海岸に近い実家は津波で流され、両親と祖母に会社員の職まで失う。傷心のまま農村に戻り、野菜作りと人形づくりの日々が再開した。
　震災４年半後の２０１５年秋。展覧会に出す雪だるまを制作中、「寒そう」と小さなマフラー作りを思いつく。１００円ショップで買った毛糸玉を編み棒で縫い始めた瞬間、手元からハートマークが次々飛び出すような不思議な光景が広がる。女性として満たされていく感覚が体に広がり、涙が止まらない。ありのままの自分を受け入れる決心がついた。
　翌１６年春、性同一性障害の治療を始めた。「胸張って生きればいいよ」。高校と中学に通う子供たちも理解してくれたが、将来、２人の結婚に支障がないか、悩みは尽きない。
　今年４月、編み物教室を始め、生徒３人ができたほか、ＬＧＢＴを支える組織に入り、同じ悩みを持つ仲間との交流にも取り組む。「『こういう人がいる』と知ってもらえるきっかけになれたらいいな」。隠し続けなければいけない不安が消える日も遠くなさそうだ。
https://mainichi.jp/articles/20170517/dde/041/040/048000c
・ＪＫビジネス　「売春する子」懸念　禁止条例、都７月施行（5月29日）
　女子高生ら１８歳未満に、男性客の接待をさせる「ＪＫ（女子高生）ビジネス」を禁止する東京都条例が７月１日に施行される。愛知県が青少年保護育成条例に規制を盛り込んでいるが、ＪＫビジネスに絞った条例は全国初。「裏オプション（裏オプ）」と呼ばれる違法な性的サービスから少女らを守るための条例だが、施行目前の繁華街を歩くと、少女から「やっぱりお金は必要。ＪＫビジネスで働けなくなった子が売春に流れるのでは」という声も聞こえてくる。
　４月下旬、東京・池袋。目抜き通りの一本裏の路地で午後８時ごろ、少女５人が道行く男性たちにチラシを配っていた。制服姿に交じって私服姿の少女もいる。警察の取り締まりが強まり始めた数年前から、私服で働く少女も増えているという。
　記者が少女に声をかけると、すぐ後ろにいたホスト風の若い男性が近寄ってきた。ＪＫビジネス店の店長だという。「女の子とお客さんが長時間話していると、裏オプの交渉をしている可能性があるから監視している」と言った。
　裏オプは、「散歩」やマッサージといった表向きのサービスでなく、売春などの違法な性的サービスだ。捜査関係者によると、採用面接の際に店側が少女に裏オプについて説明し、金を稼がせていたケースもあった。
　取材を続けると、一人の少女が話を聞かせてくれた。都内在住の１９歳。化粧をしても、顔にはあどけなさが残る。制服姿で夕方から路上に立ち、仕事を終えると終電で帰宅する。高校２年の時、大好きなバンドのコンサート代を稼ぐために働き始めたという。
　男の人に嫌なことをされたり、警察に補導されたりするんじゃないか－－。最初に感じた不安は、働くにつれて薄れていった。前に働いた店では店長にわいせつな行為をされ、逃げるように辞めた。少女は１９歳なので条例の対象外だ。「援助交際よりも危なくなくて、お金もそこそこ稼げる」と同じ仕事を続けている。
　少女は裏オプに手を染めていないが、周りではやっている子が何人もいるという。条例が施行されると、１８歳未満の少女はＪＫビジネスで働くことが禁じられる。「援助交際や下着売りに走る子が出てくるかもしれない」。少女はそう感じているという。
https://mainichi.jp/articles/20170529/k00/00e/040/168000c
＊産経新聞
・「民生委員」制度発足１００年　「なり手」求め自治体がＰＲ（5月13日）
　地域住民の身近な相談役、「民生委員」。制度発足から今年で１００年となったが、無報酬のうえ「負担が重い」などのイメージから「なり手不足」が深刻化し、東京都内の自治体はあの手この手でＰＲに努めている。
　「民生委員・児童委員の日」の１２日、福生市では加藤育男市長が１日民生委員として活動。ＪＲ福生駅近くの扶桑会館で開かれた子育て交流会では、世話役の民生委員に交じって絵本の読み聞かせをし、母親から市政への要望を聞いた。
　墨田区区役所では、民生委員の活動を紹介するパネルを展示するなどＰＲイベントを開催している。
　都などによると、昨年１２月１日付の改選で、都内の民生委員・児童委員は定数１万７７６人に対して委嘱数が９９４０人、充足率は９２・２％。２３区平均は９３・２％、多摩地区は８９・９％で、区市部で１００％を達成したのは千代田区（定数５２人）、東大和市（６０人）、あきる野市（７０人）の３区市にとどまった。
　高齢化で都が設けている７３歳未満という年齢制限もあり、対象者が減少。民生委員の活動が高齢者や障害者の見守り、生活困窮者からの相談、子育て支援、地域住民の要望を行政に伝えるパイプ役などと幅広く、負担が重いことも要因とされる。
福生市民生委員・児童委員協議会の板寺正行会長（５８）は「大変だからこそ、やりがいが大きいことを知ってほしい」と訴えている。
　民生委員　自治体が推薦し、厚生労働相が委嘱する任期３年、無給の非常勤公務員。区市町村の福祉事務所などと連携した地域社会に根ざす相談援助職とされ、子供や母親を支援する児童委員を兼ねる。
http://www.sankei.com/life/news/170513/lif1705130022-n2.html
＊読売新聞
・女子高生に学ぶ「大人のＳＮＳ作法」（5月14日）
ＩＴライター　鈴木朋子

　自宅でもお店でも電車の中でも、スマホを離さない女子高生たち。視線の先は、多くの場合、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）だが、コミュニケーションの方法や相手は様々だ。今年１月、当コーナーに「 大人は知らない、子どもたちはＬＩＮＥをこう使う 」を寄稿したＩＴライター・鈴木朋子さんが、彼女たちのＳＮＳ利用法を紹介し、大人にも活用可能なポイントを伝授する。

「ＳＮＳのネイティブ」たち

　スマートフォンの普及とともに、Ｆａｃｅｂｏｏｋ（フェイスブック）やツイッターといったＳＮＳが私たちの生活の中に浸透してきました。その反面、使い慣れていないビジネスマンの方などから「職場の人と義理で繋がったので楽しめない」とか「投稿を誤解されてトラブルになった」などの悩み相談を受ける機会も増えています。

　そんな中、私がＳＮＳ活用の「ヒントになるのでは」と注目しているのが、女子高生たちの使い方です。

　彼女たちは物心が付く小中学生の頃にＳＮＳを始め、高校生になると、一日中、ＳＮＳで友人たちとつながっている人も少なくありません。言わば「ＳＮＳのネイティブ」たちなのです。自分をどう見せるか、友人とどう付き合うか、そして最新の機能をいかに活用するか――。彼女たちのＳＮＳとの付き合い方をヒントに、大人にも役立つノウハウを探ってみたいと思います。

ツイッター…（１）読み手を意識して複数アカウントを駆使

　女子高生たちが愛用している２大ＳＮＳと言えば、ＬＩＮＥとツイッターです。彼女たちはＬＩＮＥを、主に親しい友人や家族など、特定の人たちと連絡を取るためのメッセージツールとして利用しています。

　一方、ツイッターは、広くゆるく人と繋がるための「コミュニケーションツール」、つまり、多くの人に向けて情報発信するために使っています。こちらの方が、ＳＮＳ本来の使い方と言っていいでしょう。

　このツイッターですが、女子高生の多くはアカウント（利用者識別のＩＤ）を複数持っています。平均すると３個以上という試算もあります（「若者まるわかり調査２０１５」電通総研）。

　複数アカウントを使い分けるのは、「読み手に合わせ、投稿を出し分ける」ためです。１つのアカウントを「メイン」にして、その他はサブ的に、用途を限定して使っています。

　メインのアカウントを「本アカ」とか「リアEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(あか),垢)（リアルな人間関係と結びつくアカウントのこと）」などと呼び、実生活の中で知り合った人たちと繋がるために利用しています。ここで表現するのは「公的な自分」です。誰に読まれても好感が持たれる言葉づかいで、日常の無難な出来事を投稿しています。部活の先輩や、それほど親しくない友達に知られても困らないような内容です。例えば、「今日は体育祭！頑張る！」といった無難なメッセージです。

　しかし、女子高生にも日々の不満があり、時には愚痴や本音を語りたくもなります。そんな時、彼女たちは「裏アカ」と呼ばれる、メインとは別のアカウントで投稿します。裏アカの存在は気心の知れた友人にだけ伝え、内容は「非公開設定」にして、限られた人にだけに閲覧を許可しています。

　先ほどの例で言えば、本アカに「体育祭！頑張る！」と投稿しながら、裏アカには「寝坊したわマジだるい」と書いて送るような使い分けをしているのです。裏アカでは、「リプライ」と呼ばれる返信機能で会話をし、外部の人が内容を見ることができないようにしています。放課後の教室で、仲良しの友達同士で内緒話をしている感覚に近いのでしょう。

ツイッター…（２）ポイントは「切り替え」、初心者はご注意を

　メイン以外のアカウントは、「裏アカ」のほかにもいろいろなものが見られます。好きな芸能人やミュージシャンの情報収集、ファン同士の交流などに使う「趣味アカ」、美容やダイエットに関する「美容アカ」など、発信したい内容ごとに次々とアカウントを作っているのです。

　個人的な情報発信だけでなく、所属するグループの「公式アカウント」を運営することもあります。学校の部活の試合結果や発表会の情報を、複数の部員で管理するのです。表現は「本アカ」よりもさらに丁寧にし、部員が写っている画像にはしっかりモザイクをかけて投稿しています。

　どうして、こんなに多くのアカウントが必要なのでしょうか。

　女子高生といえば、「誰かと一緒にいたい」「孤独にはなりたくない」という欲求が、特に強い年頃です。その一方で、付き合いの中でハレーションが起き、傷つくことを恐れる気持ちも非常に強いようです。ネット上には、そうした相談事があふれています。

Ｔｗｉｔｔｅｒの公式アプリでは上部真ん中のボタンでアカウントを切り替える

　彼女たちがたくさんのアカウントを作り、それらを使い分けるのは、「様々な人たちと繋がりを持ちたい。でも、不快な思いはしたくないし、友達にもさせたくない」という思いからです。無用な情報トラブルを防ぐために、あらかじめ人間関係に区切りを設けて「枠」を作っておき、問題が起きても波及させぬよう「予防線」を張っているのです。

　こうしたノウハウは、大人にも役立ちます。

　例えば、ビジネスマンも、上司・部下、古くからの友人、趣味の仲間など、相手によって話題や与える情報を変えていると思います。ツイッターでも、同じようにすれば良いのです。

　操作は公式アプリのボタンをひとつ触るだけです。女子高生たちはこれによって、ＳＮＳ上で付き合う仲間やコミュニティーをいとも簡単に切り替えています。

　ただし、操作に慣れない人の場合は“落とし穴”があるので注意が必要です。異なるアカウントで発言してしまうというミスです。

　投稿する前に、投稿画面の上部にあるアカウントのプロフィール画像を確認する習慣を付けましょう。ひと目でわかるように、アカウントごとに大きくイメージが異なる画像を設定しておくといいと思います。

Ｆａｃｅｂｏｏｋ…（１）「公開範囲」で相手を限定

　女子高生たちのノウハウを、大人に人気のＳＮＳツールでも生かすことができます。

　大人に親しまれているＳＮＳといえば、Ｆａｃｅｂｏｏｋが代表格です。総務省の「平成２７年（２０１５年）版情報通信白書」によると、利用率は１位のＬＩＮＥ（３７．５％）　に次ぐ２位（３５．３％）で、幅広い年代に利用されていることがわかります。

　ＭＭＤ研究所の「女性のスマートフォン利用実態調査」によると、女子高生の利用率は約１０％と低いのですが、女子大生では２８．２％、独身の社会人女性では４５．２％と高くなります。高校卒業を機に、ツイッターなどで培ったノウハウを使ってＦａｃｅｂｏｏｋを始めていると推測されます。

　このツールの特徴は、リアルな人間関係に影響しがちなことです。

　先に紹介したように、ツイッターはアカウントを複数作って切り替えることができますが、こちらはそうはいきません。利用規約で、個人用アカウントを複数作成することが認められていないからです。

　そのため、（１）誰に読まれても好感を持たれる投稿をする（２）投稿の公開範囲を細かく設定する――この２点を意識する必要があります。

Ｆａｃｅｂｏｏｋの投稿画面で公開範囲を限定する

　（１）は、女子高生の「本アカ」のように、誰かが不快に感じるような投稿自体を一切しない方法です。政治や宗教などに関する話題や意見はもちろん、職場や家庭の愚痴、自慢話なども不快に思われやすいので投稿を控えるのが無難です。

　しかし、友達と本音で意見を交わし、軽口をたたいたり、議論したりしたいときもあるでしょう。そんなときのために、（２）が必要になります。投稿の「公開範囲」を絞って、発信相手を選ぶのです。女子高生たちは、この手を使って情報の拡散をコントロールしています。彼女たちがツイッターで「裏アカ」を作るのと似たイメージです。

　Ｆａｃｅｂｏｏｋで投稿を「公開」に設定すると、Ｆａｃｅｂｏｏｋユーザー以外にも閲覧できるようになります。通常の投稿は、公開相手を「友達」に限定することをオススメします。これなら自分が承認した人だけに投稿を見せることができます。

　ただ、オトナの場合は、Ｆａｃｅｂｏｏｋには義理で承認せざるを得なかった「友達」もたくさんいると思います。本当に信頼できる人のみに絞って投稿しなければ、「友達」のはずの知人が投稿内容をスクリーンショット（スマホの画面を撮影した画像）を撮って流出させたり、公開範囲限定で除外された人にこっそり、そのことを話したりしてしまうといったトラブルも考えられます。公開相手は慎重に絞り込み、信頼できる相手だけにするよう心がけてください。

　また、投稿の「量」も気を付けたい点です。Ｆａｃｅｂｏｏｋは「エッジランク」というアルゴリズムに基づいて、「いいね！」やコメントが付いた投稿は過去のものでも繰り返して表示されます。一日に何度も投稿すると、自分の投稿で友達のニュースフィードが埋まる可能性もあります。うっとうしいと思われないように、１日に１回程度の投稿がおすすめです。

Ｆａｃｅｂｏｏｋ…（２）コメント欄には要注意

Ｉｎｓｔａｇｒａｍは世界中の投稿写真をハッシュタグで検索できる

　Ｆａｃｅｂｏｏｋで注意したい点は他にもあります。その一つが友達の「コメント」欄です。「コメント」とは、友達の投稿に文章や画像、「いいね！」などのボタンで反応することができる機能です。

　コメントにはコメントで返信することができるため、「会話」のように連続して盛り上がることもあります。しかし、その内容は投稿に指定されている範囲に公開されています。友人が「友達」にだけ公開していれば、閲覧できるのは友人の「友達」のみですが、友人が「公開」にしていれば、Ｆａｃｅｂｏｏｋユーザー以外でもコメントを見ることが可能になります。こうしたコメントでのやりとりの様子をチェックしている人が、実は意外と多いのです。

　このコメント欄で仕事の愚痴などがエスカレートして悪口に変わると、「いいね！」が多く付くこともあります。しかし、みんなが賛同していると考えてはいけません。人の悪口を聞きたいがために、単なる興味からEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(あお),煽)っている人もいるのです。

インスタグラム…写真メイン、手軽さが魅力

　女子高生をはじめ、若い女性の間で人気が急上昇しているインスタグラム（Ｉｎｓｔａｇｒａｍ）は、撮った写真を通じて交流するＳＮＳです。おしゃれなカフェに行ったときや、かわいい雑貨を買ったとき、服装のコーディネートがうまく決まったときなどに写真を投稿します。

　このツールはアプリの編集機能で、写真をたっぷり加工できるのが特徴です。女子高生たちはこの機能をフルに使って、キラキラした自分を見せ合っています。

　大人の場合、写真の加工に凝る人はそう多くないと思うので、「写真メインで手軽にＳＮＳを楽しむ」点を真似てみてはどうでしょうか。

　このインスタグラムは、人に見せたい写真を選び、短い文章や「＃（ハッシュタグ）」で箇条書きなどのカンタンな説明文を入れるだけで投稿できます。Ｆａｃｅｂｏｏｋと異なり、知らない人同士でも気軽に「いいね」を付け合うことができるので、「この前つけてもらったから……」などと、しがらみを意識する必要もありません。

　美容やファッション、インテリアなどの業界で働いている方なら、ビジネスに即、役立つ可能性もあります。

イメージアップもイメージダウンも現実と同じ

　ネットの世界に次々と登場する新しいツールを、すぐさま自分たちなりにアレンジして使いこなす女子高生たち。彼女たちにとって、ネット社会と現実社会は切り離すことができないぐらい、それぞれが大事なものになっていると思います。

　こうした意識は、今後、ネット社会のさらなる進展とともに、上の世代にもどんどん広がっていくでしょう。そう遠くない将来、「（公開の）ＳＮＳで愚痴を書いた」ことが、「人が大勢集まっている場所で大声で文句を言った」のと同じように受け取られるおそれもあります。

　しかし、悪いことばかりではありません。うれしかったことを素直に「うれしい」と投稿すると、ネット上の知人やたまたま閲覧した人たちが、一緒に喜んでくれることがあります。そうした声を、多くの人が、現実社会と同じように受け止められるようになるかもしれないのです。

　大人の皆さんには、「ネット上の話だから」「スマホやパソコンの中の世界だから」などと割り切ることなく、女子高生たちと同じように、画面の向こうの人々をイメージしながらＳＮＳを利用していただければと思います。

http://www.yomiuri.co.jp/fukayomi/ichiran/20170512-OYT8T50018.html?from=y10

・News & Column　LGBT 身近にいますか？ダイバーシティって女性活躍だけじゃない（5月16日）
知っていますか？LGBTの意味
 「ダイバーシティ」と聞いて、なにを思い浮かべますか？
　女性活躍のことでしょ、とまっさきに思う人が多いかもしれません。実際、多くの日本の会社では、ダイバーシティ推進をかかげて、女性が子育てをしながらでも働きやすい制度や環境を整えたり、女性管理職のパーセンテージの目標を決めたりといった、「女性の働きやすさ」にフォーカスしています。
　ですが、ダイバーシティの本来の目的は、男性・女性、日本人・外国人、障害のあり・なしなど、属性にわけて考えるのではなく、「一人ひとりが違う存在なんだ」という、あたりまえの前提にたって、それぞれの違いを受けいれあって、組織の強みにしていこう、という成長戦略としてのダイバーシティです。
　ダイバーシティを考える上で、ここ1〜2年で企業の対応が急速に進んできているのが、働くLGBTへの対応です。LGBTとは、レズビアン・ゲイ・バイセクシュアル・トランスジェンダーの頭文字をとった言葉で、性的マイノリティーの総称としてポジティブに使われている言葉です。
LGBTは佐藤・鈴木・高橋・田中さんを合わせた数より多い！
　LGBTは人口の7.6%（電通ダイバーシティ・ラボ「LGBT調査2015」）という調査結果があります。これは、13人に1人の割合です。
　私はレズビアンで、女性のパートナーと一緒に暮らし、東京・渋谷区の同性パートナーシップ証明書交付の第1号となりました。もちろんいまこのコラムを読んでいる人の中にも、LGBTの方がいると思います。
　7.6%というのは、日本の四大名字「佐藤・鈴木・高橋・田中」さんを全部あわせて足した数よりも多い数字。これまでの人生の中で実際に会ったことがある、これらの名字の人たちと、身近なLGBTの人たちの数を比べてみてください。たぶん、身近なLGBTの人数のほうが圧倒的に少ないと思います。「えー！ びっくり。ほんとにそんなにいるの？」とよく聞かれます。
　「LGBTって、テレビに出ている『オネエタレント』のことでしょ？」という方。
　「最近アメリカでは同性婚ができるようになったってニュースでも見たけど、日本にもいるの？」という方。
　まずは、じつは身近な存在なのに「言い出せない」空気の中で、存在が見えづらくなっている人たちのことだ、ということを知ってください。
カミングアウトできない重圧から解放される幸せ
　私も今では全方向的にカミングアウトできていますが、20代の頃は、自分が同性愛者であることは「絶対に言ってはいけない」と会社でひた隠しにしていました。もしバレたらなにか不利益があるんじゃないか、と漠然と大きな不安を抱えながら働いていたのです。
　「彼氏いないの？」とか「結婚は？」といった日常的な会話がいちいち面倒でした。適当に答えをはぐらかしたり、「彼女」のことを「彼氏」に置きかえてストーリーを作って対応したりしているうちに、次第にうそを重ねる後ろめたさが重圧になってきます。本来の自分を出さないよう、つねに緊張を強いられていました。
　30代前半で転職した会社では、こういう状態にもういい加減耐えられなくなってしまい、カミングアウトをしたら、運よく温かく受けいれてもらえました。重たい鎧をようやく脱ぎ捨てられたような、体が軽くなったような感覚を体験しました。安心して働けるようになると、仕事のパフォーマンスも上がります。
　でも、もし運が悪ければ、上司や同僚から拒絶されて、会社にいられなくなってしまったかもしれません。実際に、そういうひどい目にあってしまった悲しい話もよく聞きます。
　心と体の性別が一致しないトランスジェンダーの場合は、カミングアウトにまつわる困りごとだけでなく、自認する心の性別で働きたいのに、理解が得られず、つらい思いをしている人がたくさんいます。働く服装やトイレ・更衣室、健康診断など、自認する性とは違う性でいることを強いられる場面があります。
「らしさ」からの自由を考えるきっかけに
　LGBTが働きやすい職場というのは、一人ひとりが尊重されて大切にされる職場です。それはどんな人にとっても、働きやすく、かつ、能力をフルに発揮できる環境ですよね。好きになる人の性別の違いや自分の性別にかかわらず、いろんな人がいる。そんな職場のカラフルな雰囲気こそがダイバーシティの意味なのです。
　ダイバーシティの中でLGBTについて考えることが、「女らしさ」をはじめとする、社会の中にある枠組みに自分を無理にあてはめようとする息苦しさを見つめなおして、そこから自由になるきっかけになったらうれしいです。
https://otekomachi.yomiuri.co.jp/news/20170516-OKT8T12902/?from=ytop_os2&seq=13

＊日本経済新聞
・児童養護施設などの退所者、２割が連絡取れず　自立支援に支障（5月2日）
　2015年度に児童養護施設などを退所した若者のうち、２割近くが連絡が取れなくなっていることが、全国社会福祉協議会（全社協、東京・千代田）による１日までの調査で分かった。同会によると、退所者の連絡状況を全国規模で調査するのは初めてという。
　施設を退所した後の対応は、児童福祉法に相談など自立支援の必要性が明記されている。しかし連絡方法などは施設任せだ。生活基盤が確立していない退所者も多く、同会の担当者は「適切な支援ができるよう、いつでも連絡が取れる状態であるべきだ」と話している。
　調査は全国の児童養護施設や乳児院など1186施設を対象に実施し、910施設から回答を得た。13～15年度に退所した人との連絡について、16年５月末時点の状況を聞いた。
　結果によると、15年度に施設を退所したのは8140人。このうち「連絡が取れなくなった」のは1306人（16.0％）だった。時間がたつにつれ疎遠になり、13年度の退所者（8254人）では2521人（30.5％）に増えた。
　連絡が取れなくなる理由は「転居」が最多。「現入所者にかかる業務が多忙」「本人から断られた」などが続いた。「連絡を取ったことがない」や「最初から連絡をしていない」など施設側が消極的なケースも目立つ。
　児童福祉施設の退所者には、社会での自立に課題を抱えている人もいる。同会によるヒアリング調査でも、退所後に高校や仕事を辞めてしまったり、奨学金の手続きができずに支援が受けられなかったりといった問題があった。
　同会の担当者は「自立して支援が不要になる退所者もおり、音信不通が一概に悪いことではない」としたうえで、「必要な人には退所後も進学や就職の支援メニューを用意するなど顔の見える関係を維持してほしい」と指摘する。
　同会は昨年度から、施設や里親らで構成する「全国退所児童等支援事業連絡会」を発足した。退所者の自立支援のあり方について研究し、来年度末をめどに提言をまとめる。今夏には都道府県や政令市の２カ所でモデル事業を実施。施設や学校、ＮＰＯ法人などが退所者の情報を共有し、連携して支援する。
http://www.nikkei.com/article/DGXLZO15969200R00C17A5CR8000/
・虐待やネグレクトで「親権停止」最多83件　昨年（5月5日）
　虐待やネグレクト（育児放棄）などをした親に対し、全国の家裁が出した「親権停止」の決定が、昨年１年間は83件と過去最多だったことが５日、最高裁の集計で分かった。親権停止は2012年４月に始まった制度で、活用が進んでいることをうかがわせた。最高裁は「児童相談所長による申し立てが増えたことが要因」と分析している。
　親を子供から引き離す制度は、期限を設けない「親権喪失」が従来あるが親子関係の修復が望みにくく、結果的には子供の利益にならないとの指摘があった。民法改正で新設された親権停止は家裁が審判で親権を最長２年間停止する仕組みだ。
　最高裁によると、親権停止決定は12年14件（親権喪失決定17件）、13年63件（同25件）、14年40件（同32件）、15年58件（同21件）、昨年83件（同25件）だった。
　児童相談所長による停止申し立てが増加。12年は10件（停止決定に至ったのは全10件）だったが、昨年は74件（同59件）に上った。
　子供本人や親族からを含めた停止申し立ての総数も増加傾向にあり、昨年は初めて200件を超えた。一方、喪失申し立ては100件前後で推移している。
　昨年の停止決定理由の内訳はネグレクト34件、身体的虐待15件、心理的虐待13件、性的虐待５件などだった。停止の対象は実母58人、実父31人だった（父母ともに停止されたケースあり）。
　親権停止の期間中、子供は児童養護施設に入所したり、親族に預けられたりすることが多い。
　厚生労働省の担当者は「小さい子供の場合、長い目で親子関係の修復を図ることも必要だ。関係が断絶してしまう親権喪失より、期間を区切って親に改善を促すことができる親権停止の方が利用しやすいのではないか」と話している。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG05H13_V00C17A5000000/
・保育施設での乳幼児死亡13人　16年、「睡眠中」が最多（5月13日） 
　内閣府は12日、全国の保育所や幼稚園、認定こども園などで2016年の１年間に875件の事故が発生し、13人の乳幼児が死亡していたと発表した。亡くなった子供の年齢別内訳は０歳児が７人、１歳児が４人、６歳児が２人だった。

　内閣府によると、15年の前回調査では、事故件数が627件、死亡が14件。認可保育施設で重大事故が起きた場合の自治体への報告が、施設側に義務付けられたことが件数全体が増えた一因とみられる。

　事故の発生場所は認可保育所が474件で最も多く、放課後児童クラブ（学童保育）が288件で続いた。死亡事故が起きたのは認可外保育施設７件、認可保育所５件、家庭的保育事業（保育ママ）１件。「睡眠中」の死亡が10人に上っており対策が求められている。

　全治30日以上のけがを伴う事故を集計した。死亡以外の862件の約８割が骨折。意識不明になったケースが７件あった。

　保育中の死亡事故が相次いだことを受け、内閣府は16年３月、睡眠中や食事中など事故が起きやすい場面での注意事項を記載したガイドラインを公表。特に昼寝中の死亡事故が多いことから、同10月にはガイドラインの周知を徹底するよう自治体に通知した。

　15年４月には、認可保育施設で起きた重大事故の報告が義務付けられた。厚生労働省は「自治体はガイドラインや（事故の予防などを助言する）巡回支援指導員の制度などを活用し、事故防止に努めてほしい」（保育課）としている。

http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG12HAD_S7A510C1CC1000/
・乳幼児やけど、６年で230件　電気ポットや炊飯器（5月13日）
　電気ポット・ケトルの湯をかぶったり、炊飯器の蒸気に触れたりしてやけどをした３歳以下の乳幼児が、今年３月までの約６年間に230人以上に上ることが13日、消費者庁への取材で分かった。電気ポットでは旅行先で乳児が死亡した事故があった。子供の手が届く高さ・範囲に製品を置いていた事故が目立つ。消費者庁は「乳幼児は大人と比べて皮膚が薄く、重症化する恐れがある」と注意を呼び掛けている。
　各地の30医療機関から提供を受けた情報を分析。電気ポット・ケトルでは130人以上がやけど。乳児が旅先の旅館で倒れたポットの湯を浴びて全身にやけどを負って死亡した例や、１歳児が製品自体につかまり立ちして湯がかかり、手をやけどしたケースがあった。
　炊飯器によるやけどは100人以上。１歳児が床からの高さ約70センチの棚にあった製品の蒸気に触れたり、床に置いてあったとみられる製品の上に乗って腹部をやけどしたりした事故があった。
　消費者庁は、やけどが広範囲となった場合は「緊急事態」と無理に服を脱がさず、シャワーなどで冷やし、ぬれたバスタオルで体を包みながら医療機関をすぐに受診するよう求めている。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG13H9P_T10C17A5000000/
・日本の自殺率６位、若年層ほど深刻　政府が17年版白書 （5月29日）
　政府は30日の閣議で、2017年版の自殺対策白書を決定した。人口10万人当たりの自殺者数を示す自殺死亡率を諸外国と比較し、日本は６番目に高かった。若年層の自殺と事故の死亡率を先進７カ国で比べると、自殺が事故を上回ったのは日本だけだった。白書は「若い世代の自殺は深刻な状況にある」としている。
　警察庁の統計によると、16年の自殺者数は前年比2128人減の２万1897人で、７年連続で減少し、22年ぶりに２万２千人を下回った。内訳は男性が１万5121人、女性が6776人。
　日本の自殺死亡率は低下しているものの、国際的には高い水準にある。世界保健機関（ＷＨＯ）の統計に基づき、13年以降で比較可能なデータがある国・地域を対象に厚生労働省が算出した統計によると、日本の自殺死亡率（14年）は19.5人。30.8人のリトアニア（15年）や28.5人の韓国（13年）などに続きワースト６位となった。特に女性（11.7人）はワースト３位だった。
　白書では特に若者の自殺が深刻だとして、若年層の自殺と事故の死亡率を先進７カ国で比較した。
　日本の15～34歳の自殺死亡率（14年）は17.8人となり、事故による死亡率（6.9人）の約2.6倍に上った。英国は事故（12.1人）が自殺（6.6人）の２倍近くになったほか、米国やフランス、ドイツ、イタリア、カナダの６カ国はいずれも事故が自殺を上回った。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG30H2W_Q7A530C1CR0000/
・いじめ「該当せず」撤回　茨城中３自殺で市教委（5月30日） 
　2015年に「いじめられたくない」と日記に残して茨城県取手市立中学３年の中島菜保子さん（当時15）が自殺したことを巡り、市教育委員会は30日、臨時会を開き、いじめ防止対策推進法が規定する「重大事態」に該当しないとした議決を撤回した。矢作進教育長は記者会見し、「いじめの有無が確認できず『該当しない』と議決したが、自死は重大な結果だ」と理由を説明。「遺族に対し配慮に欠けた判断だった」と謝罪した。
　同法の規定では、いじめの事実が確認できなくても、いじめにより心身に大きな被害が生じた可能性があれば重大事態と認定できる。市教委は「当時は認識不足があった」と釈明した上で、現在は「いじめはあったと認識している」として、自殺との因果関係を調査する考えを示した。
　市教委によると、文部科学省から29日、重大事態に該当しないとの文言を議決から削除するよう県教委を通じて指導があった。
　市教委は16年３月、生徒へのアンケートや面談の結果、いじめの事実が確認できなかったとして、重大事態に該当しないと議決。自殺の原因を調べる第三者調査委員会を立ち上げた。
　両親によると、菜保子さんは自宅で首をつって自殺。「死にたい」などと書かれた日記が見つかり、一部の同級生から「くさい」といじめを受けていたという。
　両親は市教委の対応に反発。29日には文科省を訪れ、調査の中止と調査委の解散を申し入れていた。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG30H7Z_Q7A530C1CN8000/
・「ＬＧＢＴいた」45％　児童養護施設、受け入れ態勢に不安（5月31日） 
　性同一性障害などの性的少数者（ＬＧＢＴ）とみられる子供がいるのは45％――。一般社団法人レインボーフォスターケア（さいたま市）が、全国の児童養護施設に調査をしたところ、こんな実態が浮かんだ。個室がないなど、受け入れ態勢に不安を感じている施設が多いことも分かった。
　調査は昨年11～12月、全国の601施設に郵便で質問を送り、220施設から回答を得た。
　ＬＧＢＴとみられる子供の有無では、10.5％が「現在いる」と回答。「現在いて、過去もいた」が5.9％、「過去にいた」は28.6％で、半数近くの99施設に受け入れの経験があった。
　受け入れ経験があるとした施設の中で、子供へ「対応したことがある」のは３分の２の66施設。複数回答の具体策は「職員会議」が最も多く、それに次ぐ「職員が相談に応じる」はいずれも半数以上。「本人の希望に応じた」は29施設で、入浴や着替えへの配慮、服装や髪形を変えさせるといった内容だった。
　「対応したことがない」とした30施設の理由も複数回答で「本人が相談してこなかった」が最も多く、「問題ないと思った」「対応方法が分からなかった」と続いた。
　対応への苦労や悩みは119施設が答え、入浴時などに「プライバシーへの配慮が難しい」として、受け入れに不安があるとする意見が多かった。ほかの子供への説明が難しいとの声や「性の多様性について職員の意識が低い」として、研修の充実を求める意見もあった。
　代表理事の藤めぐみさんは「集団生活を送る児童養護施設では、独自の対応が必要。さらに実態を調査し、不安の解消に役立てたい」と話す。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG27H4K_R30C17A5CR0000/

＊Yahooニュース
・わいせつ・体罰防止　教職員、異例の行動指針　都教委方針　全６万４０００人に配布（産経新聞・5月7日）
　東京都教育委員会が教職員のわいせつや体罰など懲戒処分対象の行為を防ぐためにガイドラインを策定し、全教職員約６万４千人を対象に配布する方針を固めたことが６日、関係者への取材で分かった。処分数は減少傾向にあるものの、抑止に向けて新たな対策が必要と判断した。行為の種類ごとに具体例を挙げて心構えなどを明示するだけでなく、処分がもたらす家族への迷惑、生涯賃金の減額にまで踏み込んで説明することも検討している。

　今後、内容をさらに精査。早ければ今月下旬に開かれる教育委員会定例会に報告し、配布に向けた作業に入る。全国的にも異例の取り組みとみられ、他自治体の不祥事対策にも影響を与えそうだ。

　都教委では定期的に不祥事の防止に向けた教職員研修を実施。懲戒処分があった際には全教職員宛てに処分内容を伝えるメールを送信し、注意喚起している。平成２８年４月にはわいせつ事案に対する懲戒処分の基準の厳格化に踏み切り、不祥事への厳格姿勢をより鮮明にしたが、処分が後を絶たないため、昨年末にガイドライン策定の検討に着手したという。

　現時点の想定によると、ガイドラインでは「体罰」、女子生徒の体を触るなどの「不適切な行為」、「飲酒に伴う行為」などの項目を設ける。実際にあった過去の処分を参考に対象となる行為、状況を具体的に例示し、注意を促す。

　処分が家族に心労を与え、引っ越しを余儀なくされるケースがあるため、ガイドラインでは本人だけでなく、家族にも多大な迷惑がかかることを強調。処分が昇給などに影響を与え、生涯賃金の減額につながることを周知することも検討している。

　女子生徒の体を触り、処分を受けた教職員の多くは「スキンシップ」「コミュニケーション」と釈明。都教委幹部は、不適切な行為に及ぶ教職員には認識の甘さがみられるとした上で、「処分の具体例や、その影響などを網羅したガイドラインを全職員に持たせ、意識向上につなげていきたい」と話している。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20170507-00000057-san-life
・幼児教育センター、設置自治体はわずか4％…未設置は「設立予定なし」（5月9日）
　文部科学省は5月8日、平成28年度「幼児教育の推進体制構築事業」の実施にかかわる調査分析事業の成果報告書を公表した。幼児教育センターを設置している自治体は全体の4％で、未設置の1,032自治体のうち95％は「設立は予定してない」ことがわかった。
　「幼児教育の推進体制構築事業」は、幼稚園、保育所、認定こども園などを巡回して助言などを行う「幼児教育アドバイザー」の育成・配置に関する調査研究、地域の幼児教育の拠点となる「幼児教育センター」の設置に関する調査研究のほか、幼児教育の質の向上を図るために必要な推進体制に関する調査研究を行い、その成果を普及するという取組み。秋田県や大阪府、前橋市、千葉県教育委員会など25の地方公共団体に採択されており、委託期間は平成31年3月末日まで。

　公表された成果報告書は、文部科学省からの委託を受け、東京大学大学院教育学研究科附属発達保育実践政策学センターが実施した現地調査およびアンケート調査の結果をまとめたもの。報告書の第1章にて、現地調査を実施した秋田県、静岡県、高知県、静岡県御殿場市、 三重県名張市、京都府舞鶴市の取組みについて記している。各県・市の幼児・保育行政に関する組織や特徴的な事業、幼保推進体制構築に向けての今後の課題などを閲覧できる。

　第2章では、全国の都道府県および市区町村（有効回答数：1,097自治体）を対象とするアンケート調査の結果を記載。幼児教育センターを設置している自治体は全体のわずか4％で、未設置の1,032自治体のうち95％は「設立は予定してない」と回答した。

　センターが設置されている場合、81％の所管部局が教育委員会となっており、センター設置で重要な役割を果たした部局などでも教育委員会がもっとも多かった。センターの予算総額は「1,000万円以上」が47％、「300万円未満」が28％、「300～999万円」が25％。

　幼児教育アドバイザーの配置については、8割以上の自治体が配置数「0人」と答えた。幼児教育担当の指導主事の配置数は、「0人」が51％、「1～5人」が48％、「6人以上」が1％。アドバイザーを育成するための研修を行っている自治体は、626自治体のうち4％だった。

　第3章では、現地調査とアンケート調査の結果を踏まえて、幼児教育推進体制の構築・ 充実に向けて検討すべきことを提示。義務教育ではない幼児教育・保育は、県費負担教職員制度が存在しないことに加え、公立・私立といった設置主体、幼稚園・保育所・こども園などの設置形態が多様で地域差が大きいことが重要な制度的特徴だという。

　指導体制の充実・強化を図る際にもこうした特徴がさまざまな面で影響を与える可能性があるため、当面はこれらの制度的な特徴・特性を十分に考慮しながら、幼児教育の指導体制の充実・強化の方策を考えていく必要があるとしている。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20170509-00000003-resemom-life

・性的少数者「暴露」が容認される構造にどう向き合う？　一橋アウティング裁判を考える（弁護士ドットコム・５月９日）
同性の友人から恋愛感情を打ち明けられたとき、どうしたら良いのか――。5月5日、明治大学で開かれた「一橋大学アウティング事件」を考える集会で、こんなテーマが話題になる一幕があった。

事件は、一橋大学の法科大学院3年生だった男子学生（当時25歳）が2015年8月に構内の建物から転落死したというもの。亡くなった学生は、同級生の男子学生に恋愛感情を打ち明けたところ、この男子学生により、自身がゲイであることをクラスメートらでつくるLINEのグループで暴露（アウティング）されていた。その結果、精神が不安定になり転落死したとして、遺族は暴露した学生や大学を相手に、慰謝料など計300万円を求めて裁判で争っている。

裁判の最大の争点は、アウティングの違法性だ。この点について、集会に参加した首都大学東京の木村草太教授（憲法）は、「プライバシー権の侵害と言って良いと思う」と語った。

「プライバシー権は、個人情報コントロール権などとも呼ばれる。個人の情報を勝手に公開されないといった権利だ。ゲイであると言う情報はかなりセンシティブで、自死の危険や重大な事態を発生させる可能性が高い。その情報を第三者に伝えることは、深刻な権利侵害だろう」（木村教授）

●「重大な秘密を背負わせておいて、虫が良すぎる」の声にどう応えるか？
一方、暴露した同級生は裁判で、「精神的に追い詰められた」「アウティングよりほかに取り得る手段がなかった」などと主張。ネットでは、「一方的に重大な秘密を背負わせておいて、黙っていろというのは身勝手だ」と、この同級生に同情的な意見も散見される。

これに対し、遺族側代理人の南和行弁護士は、「アウティング以外にも手段はいくらでもあったはず」と反論する。実際、人から聞いた秘密を周囲に言いふらしても問題ないと考える人は少数だろう。

では、男子学生からの告白を「重荷」だと感じた被告学生はどうすべきだったのか。

この点について、NPO法人「共生社会をつくるセクシュアル・マイノリティ支援全国ネットワーク」代表理事の原ミナ汰氏は、（1）相談機関に行く、（2）相手と腹を割って話す、（3）自助グループのような情報を外部に漏らさないルール（ゾーニング）がある場で話す、（4）故郷の友人など対象者と接点がない集団に相談する、の4つを挙げた。

「どんな問題でも、自分の葛藤は自分で解決するしかない。『告白した方が悪い』『恋した方が悪い』みたいな声が上がれば上がるほど、何がいけなかったかということが曖昧になり、その行為（アウティング）が容認されていく構造がある。性被害と同じで、『被害者にも非がある』という声があるうちは、（性的少数者らの）安全は確保できない」（原氏）

●集会参加者は「暴露した同級生も社会の被害者なのかも」
この日、集会には約350人が参加。多数の立ち見が出るほどの盛況ぶりだった。参加者はどう聞いたのだろうか。同性愛者やトランスジェンダーの友人がいるという既婚女性（29）は、次のように感想を語った。

「社会の無理解が、学生を死に追いやったことは間違いないと思う。ただ、告白されたことで葛藤が生まれたり、適切な対処法を取れなかったりしたという点では、暴露した同級生もそんな社会の被害者なのかもしれない。性的少数者だからといって差別されない社会、カミングアウトやアウティングという言葉が必要ない時代が来ることを願っています」
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20170509-00006063-bengocom-soci

・＜仙台中学生自殺＞市教委、いじめ8件認定（河北新報・5月13日）
　仙台市青葉区の市立中2年の男子生徒（13）が4月下旬に自殺した問題で、市教委は12日、男子生徒へのいじめと認めた事案の詳細を公表した。昨年5月～今年3月の計8件で、うち4件は事案の発生を保護者に連絡しなかったことが分かった。
　同日の市議会市民教育委員協議会で明らかにした。8件の概要と学校の対応は表の通り。男子生徒の訴えの中には、学校が他の生徒に聴取した結果、確認できなかったものもあるとした。
　男子生徒が今年2月、教室で同級生に足を掛けられて転倒し、骨折した事案は現時点で「事故と認識している」（市教委）として、「いじめが疑われる事案」にとどめた。
　保護者に連絡しなかった事案があることについて、市教委の杉山勝真学校教育部長は「いじめと認識して（保護者に）報告すべきだった。学校と市教委の認識に甘さがあった」と説明した。
　委員からは、2年7カ月の間に市内の中学生3人がいじめ絡みで自殺したことに厳しい意見が相次いだ。大越裕光教育長は「重く受け止め、なぜ繰り返されたかを検証する」と反省の言葉を述べた。
　市教委はまた、男子生徒へのいじめを巡り学校が全校生徒に実施したアンケートで11日現在、95％が回答したことを明らかにした。今後、アンケート結果を遺族に報告し、第三者委員会に原因調査を諮問する。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20170513-00000006-khks-soci
・性風俗の入り口は「暴力」　辛い過去を持つ少女たち　研究者が語る実情（沖縄タイムス・5月11日）
　風俗業界で働く女性らを調査する上間陽子琉球大教授の講演会（主催・かりゆしエンターテイメント）が6日、沖縄県那覇市西の県男女共同参画センターてぃるるであり、約160人が集まった。4年かけて16人の女性から聞き取りをして見えたのは家族やパートナーからの暴力。幼いころから誰かに受け止めてもらう経験が乏しく、10代で風俗業界に入っているのも共通した特徴で、上間教授は、子どもたちに寄り添って話に耳を傾ける必要性を訴えた。

　■出会った少女たち
　調査のきっかけは、集団レイプの被害に遭った中学生が自殺した事件だったという上間教授。性被害や中高生に売春させるケースも後を絶たず、量的な統計調査から漏れがちな、リスクを多く抱える風俗業界の若者たちに着目した。

　そうして出会ったのは、幼少期から性暴力や言葉、態度などさまざまな暴力を繰り返し受けてきた少女たち。ある女性は、14歳の時に集団レイプの被害に遭い、その後、「恐怖に負けなかった」と思おうとして性行動を繰り返したという。別の女性は16歳のころからパートナーのDVを受け、ストレスから妊娠7カ月で早産に。保健師や看護師らの支援を受けながら、キャバクラで働いて生計を立て、子育てと学業を両立させていたという。

　■見えてきた暴力
　小学6年生で性被害のような形で初体験し、14歳から劣悪な風俗店で働いた女性、母親のネグレクト（育児放棄）で、わずか4歳で1歳の弟の面倒を見させられていた女性もいた。

　上間教授は「県の貧困対策でしっかり考えなければいけないのは、特に暴力」と指摘。「（県は）ゆいまーるを喚起しているが、そんなに簡単ではない。調査を通して関わっているケースでも、聞き取りや少女たちの変化には数年かかっている」と説明した。

　■「子の話に耳を」
　とりわけ心配なのは「誰にも相談できず、早くから男性とつながり、セックスによってつながる方法しか持たない子」という。幼いころから虐げられていると、誰にも手を差し伸べてもらえないと考えざるを得なくなるため、解決策を示されても拒否してしまうことが少なくないという。

　そのため上間教授は、支援者自身の考えを排除して「その子の感じ方や望みを聞き取ることが一番大事」と強調。「（支援者にとって）わずかな変化に見えても、その子の望みがかなうことは、その子にとって最大級の変化になり、次につながる。悪いのは子どもに性的な行動をさせている社会や大人なので、支援者は早急に道徳的な判断をしないでほしい」と呼び掛けた。

　上間教授は調査結果を「裸足（はだし）で逃げる」（太田出版）と題した本にまとめ、2月に出版している。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20170511-00096863-okinawat-oki

・「性犯罪」厳罰化の法改正がなかなか審議入りしない理由（5月12日）
　性犯罪に関する刑法は、改正されれば、明治以来110年ぶりとなる。大きな改正点は、これまで女性のみに限定されてきた「強姦」にあたる行為の被害者に男性も含まれるようになること、被害者の告訴がなくても立件可能となること（非親告罪化）など。しかし、3月7日に閣議決定された改正案は、まだ今国会で審議入りさえもしていない状況だ。通常国会の会期である6月18日までに改正案を通すことができるのか。改正を求めてきた市民団体は「もうこれ以上待つことはできない」と訴えている。（取材・文/小川たまか、プレスラボ）

●　性犯罪刑法の改正審議を、 共謀罪の後回しにしないで
　「私たちは110年待ちました。もうこれ以上待つことはできません」――。

　4月27日に霞ヶ関の記者クラブで行われた会見。「性暴力と刑法を考える当事者の会」代表の山本潤さんは、落ち着いた声でこう繰り返した。

　山本さんは実父から性虐待を受けた経験を今年発売の著書『13歳、「私」をなくした私～性暴力と生きることのリアル～』（朝日新聞出版）につづっている。2010年に被害を告白して以降、性暴力被害に関する講演や活動を続けてきた。（参考：「13歳から7年間、実父から性的虐待… 彼女はなぜ全てを告白したのか？」）
　この会見は、山本さんらが同日午前中に行われた自民党司法制度調査会で直接意見表明を行ったことを受けてのもの。東京新聞は、「調査会などで市民団体が意見表明するのは珍しい」と報じている。

　なぜ調査会が行われたのかは定かではないが、今国会で刑法性犯罪の改正審議がまだ審議入りしていないことと無関係ではないだろう。
　「性暴力と刑法を考える当事者の会」を含む4団体から成る「刑法性犯罪を変えよう！プロジェクト」は、これまで与野党に対して根気強くロビー活動を行ってきている。自民党の中では特に上川陽子議員、若狭勝議員らが性犯罪刑法の改正に強い関心を示してきた。

　しかし今国会では、刑法性犯罪よりも後に閣議決定した共謀罪法案が先に審議入り。共謀罪法案の優先に加え、今村雅弘元復興大臣の辞任劇も審議の遅れを招いたと指摘する報道もある。共謀罪の審議が長引けば、6月18日までの会期に間に合わない可能性がある。4月27日には「刑法性犯罪規定改正を望む有志一同」が、「性犯罪刑法の改正審議を、共謀罪の後回しにしないで」と、性犯罪刑法の早期審議を求める8000人の署名を自民・公明に届けている。

　山本さんら「刑法性犯罪を変えよう！プロジェクト」は、この署名活動には直接かかわっていない。会見では記者たちから共謀罪の優先についての質問が相次いだが、出席者らは「見守るしかない」など、なるべく明言を避けたように見えた。何度目かの質問でようやく山本さんが「被害者の人権が後回しにされたと感じます」と口にした。

　改正を求めてきた側からすれば、今国会での改正は悲願だろうが、共謀罪との「勝負」を持ち出してしまえば、別の議論に巻き込まれることになりかねない。「どんなかたちであっても今国会で必ず改正実現を」という言葉からは、難しい立場に置かれてしまったことへの苦渋が感じられた。

●　「性犯罪の厳罰化」だが、 積み残された論点も
　山本さんは会見で「（改正法案が）通ればいいということではない」「（改正だけではなく）充分な議論を」とも話した。今回の改正案は一般的に「性犯罪の厳罰化」と言われているが、実は改正が検討された項目のうち半分以上は法案化が見送られている。

　閣議決定までを簡単にまとめてみよう。

　性犯罪刑法に関しては、2014年、松島みどり法務大臣（当時）が改正を主張した。「強姦罪の懲役が3年以上、強盗罪が5年以上」、物を奪う方が罪が重いという明治時代の考え方がまだ刑法に残っているのではないかなどの指摘だった。同年から2015年8月まで検討会が設けられ、2015年11月から2016年6月にかけての法制審議会で修正案がまとめられた。
検討会で議論された9つの論点のうち、改正法案に盛り込まれたのは、被害者が告訴しなくても立件可能となる非親告罪化、懲役の下限引き上げなど半分以下だ。詳細は下記の通り。

　（1）性犯罪を非親告罪とすることについて→改正。これまで強姦罪は親告罪。被害者が告訴しなければ立件できなかった。このため、身内や加害者弁護士から「おおごとにしない方がいい」「加害者の人生が滅茶苦茶になる」などと説得され訴えを断念するケースや、告訴を逆恨みした加害者が出所後に被害者を殺害する事件があったことなど、告訴が被害者にとって負担が大きいことから非親告罪化。

　（2）性犯罪に関する公訴時効の廃止・または停止→改正見送り。幼少期に被害に遭った場合、被害を自覚し加害者を訴えるまでに時間がかかる場合があることなどから改正が議論されたが、「証拠が散逸して、正しい裁判ができない恐れがある」などの理由から改正見送り。

●　暴行・脅迫要件の緩和など 9項目中5項目が改正見送り
　（3）配偶者間における強姦罪の成立において→改正見送り。配偶者間の被害は訴えづらく明記した方が被害を訴えやすいという意見があったが、「配偶者間の強姦が犯罪となることは裁判官の中では当然の前提と考えられていると思われる」、つまり明文化せずとも現行法のままで被害者が訴えることは可能という理由などから見送りに。

　（4）強姦罪の主体などの拡大及び性交類似行為に関する構成要件→改正。男性の被害も強姦罪と同等に。正確には、「肛門性交」「口腔性交」の強要が、これまで「膣性交」の強要のみとされてきた「強姦」と同等に裁かれることになる。強姦に「女子を姦淫する」という意味があるため、名称を「強制性交等罪」に変更に。たとえば子どもに対して「膣性交ができないから」という理由で口腔性交が行われるような場合、これまでは強制わいせつ罪で裁かれていた。今後は強姦罪と同等に。
（5）暴行・脅迫要件の緩和→改正見送り。強姦や強制わいせつには、被害者が13歳以上の場合、抵抗できないほどの暴行・脅迫があったという証明が必要。この立証が被害者にとって負担となることや、起訴に至らないケースがあることから議論されたが、「疑わしきは被告人の利益」の原則などから見送り。

（6）地位・関係性を利用した性的行為に関する規定の創設→一部改正。関係性を利用して暴行・脅迫を用いずとも性暴力を行うケースがあることから、監護者（親権を持つ人など）による性的行為に関する規定を創設。一方、雇用者と被雇用者、指導者・非指導者などの「関係性」についての規定は見送り。

（7）いわゆる性交同意年齢の引き上げ→改正見送り。本人の意思で性交に同意できると考えられる年齢。現状では13歳。アメリカやカナダでは16歳。「諸外国と比べて低すぎる」という意見があったが、「子ども自身の意思決定」の尊重や、条例などでの処罰規定があるなどの意見により見送られた。

（8）性犯罪の法定刑法の見直しについて→改正。強姦罪の懲役の下限が3年から5年に引き上げられた。執行猶予は懲役3年以下の場合につくため、この引き上げにより執行猶予がつきづらくなる意味も。

（9）刑法における性犯罪に関する条文の位置について→改正見送り。性犯罪を人の心身の尊厳に対する罪と捉え直すのであれば、殺人の章の次に置くべきではないかという意見、また、個人的法益ではなく社会的法益に分類されていること（殺人は個人的法益）への問題提起がなされたが見送り。

　※参考：「性犯罪の罰則に関する検討会」取りまとめ報告書　
●　課題は山積み 「充分な議論を」求める意味
　改正が見送られた項目の中でも特に議論されているのは「暴行・脅迫要件」の緩和についてだ。これまでの裁判例では、被害者が恐怖から硬直し、性交には同意していなかったことが認められたものの、目立った暴行・脅迫がなく、加害者が被害者の拒否の意思に気づかなかったことを理由に、「無罪」判決が出たケースがある。

　また、「刑法性犯罪を変えよう！プロジェクト」は、暴行・脅迫がなくても上下関係などを巧みに利用した性暴力事件が実際に起きているが、この要件のために不起訴となるケースがあることも指摘している。イギリスなどでは暴行・脅迫は要件とされず、「同意に基づかない」性行為が処罰されることを挙げ、「同意」をキーワードとすることをこれまで繰り返し主張してきている。

　山本さんが会見で「充分な議論を」と話したのは、今回の改正案にも積み残された論点があるからだ。また、調査会では性暴力に関する専門家の不足や性教育の不足なども議題となったという。

　4月27日に衆議院議員会館で行われた別の会見では、お茶の水女子大学の戒能民江名誉教授が「性暴力が彼女あるいは彼の一生にどんな影響を持つのか。そのことに社会があまりにも関心を払っていない。被害者の支援の根拠となる法律がなく、財政的な困難、充分な活動ができない状態がある」と話した。支援現場での財政的な困難は、現場を取材すると実感することのひとつだ。

　性暴力・性犯罪の問題に限らないが、重大事件が起こってからでないと世間の関心が集まりづらい。その意味で、今回の性犯罪刑法改正についての審議は、普段事件が起こってからでないと取り上げられづらい性暴力について、メディアの報道が増える機会であることは間違いない。法案の審議入りに注目する人が増え、少しでも課題が共有されることを願いたい。
https://headlines.yahoo.co.jp/article?a=20170512-00127628-diamond-soci

・知り合いでも「怪しい人」には警戒必要　防犯教室（日刊スポーツ・5月15日）
　千葉小３女児殺害事件で、３月２６日にベトナム国籍の女児（当時９）が遺体で見つかってから、今日１５日で５０日が経過した。

　ステップ総合研究所特別顧問で、子ども防犯マニュアルを作成している清永賢二氏の犯罪研究を基に、年間７０００人の子どもを対象に防犯教室を開いているのが「ＮＰＯ法人体験型安全教育支援機構」だ。代表を務める清永氏の長女清永奈穂氏は「子どもと知り合いになってから犯行に及ぶケースも増えている」と警鐘を鳴らしている。

　警視庁と都教育庁の作成で、「知らない人についていかない」で始まる標語「いかのおすし」は全国に浸透したが、知り合いの犯行までは防げない。奈穂氏は「犯罪者も巧妙になっている。どんなに知っている相手でも、子どもには『お母さんに聞いてから』などと断るよう、教える必要がある」と話す。

　防犯教室では、犯罪者に変わる恐れのある怪しい人の特徴を「はちみつじまん」と教えている。知り合いだとしても「怪しい人」なら、警戒が必要になる。

◆はちみつじまん
　は…知らないのに何かと「は」なしかけてくる。

　ち…理由もないのに「ち」かづいてくる。

　み…あなたが来るのをじっと「み」つめている。

　つ…いつまでもどこまでも「つ」いてくる。

　じ・ま…あなたが来るのを「じ」っと「ま」っている。

　ん…そういう人は「ん？」と注意しよう。

　◆いかのおすし　知らない人にはついて「いか」ない。知らない人の車に「の」らない。危ないと思ったら「お」おきな声を出す。その場から「す」ぐ逃げる。大人の人に「し」らせる。警視庁少年育成課と東京都教育庁指導企画課が０４年に作成した防犯標語。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20170515-01823667-nksports-soci

・風俗と暴力、密に関係　「孤立させない支援を」上間陽子氏が講演（琉球新報・5月16日）
　風俗業界で働く若者の調査・支援を続ける琉球大学教育学部研究科教授の上間陽子氏による講演会（かりゆしエンターテイメント主催）が６日、那覇市の県男女共同参画センターてぃるるであった。

　４年間の調査を２月に書籍化した上間氏は、風俗業界で生きる女性たちが、幼少期から虐待、性暴力、ＤＶ、あらゆる暴力を繰り返し受けていたことを伝え、孤立を深める女性たちの支援を呼び掛けた。

　１６０人が来場し、女性たちの存在を受け止め、寄り添う態度を胸に刻んだ。講演の要旨を紹介する。

　この調査の直接のきっかけは、２０１０年に女子中学生が集団レイプに遭い、自死した事件だった。教育関係者として責任を強く感じた。調査をして広く社会に問うていこうと開始した。

　調査は、統計から漏れやすく、一番ダメージが集中しているであろう人たちにターゲットを絞り、１２年からの４年間行った。家族の状況を見ると、ネグレクト（養育放棄）をされたり、再婚や再々婚家庭で育ったりしていた。１８歳未満で性風俗業界に入り、夫やパートナーと別れた後に、１人で子どもを育てるために戻ってきていた人が多く、ほとんどがＤＶ被害者だった。

◇居場所なく
　春菜さんは子どもの頃、夜間保育園に数週間放置されることが日常的にあり、４歳の時から弟の面倒を見させられていた。１５歳で家出して援助交際をした。その後恋人と暮らしていく生活費を稼ぐためほぼ毎日客を取っていた。

　真奈さんは小学６年の頃、性暴力に近い形で初体験をした。中学生で不登校になり、１４歳の時にピンサロで仕事を始めた。１０時間働いた後に、朝キャバに出勤していたが「楽しかった」と話していた。学校に居場所がない子は、同級生の友達がいるとどこでも居場所になってしまう。

　キャバクラに勤めていた亜矢さんは、１４歳で集団レイプに遭った。性被害者は「今度こそ負けなかった」とするために、同じ場面を再現する「性化行動」を取ることがある。誤解されやすい行動だが、回復のための儀式であることが多い。亜矢さんは、それを１人で繰り返して回復した。

◇安全な場所と人
　京香さんは１６歳で働き始め、店側が手を焼く客ややくざの相手をさせられていた。当時は怖くないと言っていたが、その後、結婚して安全な場所を得られたことで「店には絶対に出たくない」と言うようになった。

　鈴乃さんは、キャバクラで働きながら高校で学び直し、看護師になった。子どもの父親からのＤＶでシェルターに保護されたが、シェルターの職員や保健師が丁寧に関わったことで元気になり、高校に戻った。高校の先生たちも多くの資格を取らせてくれ、彼女が働くお店にも顔を出して応援してくれた。

　厳しい状況で育っている人が、一足飛びに大きな夢に向かうことは難しく「この願いを口にしても皆笑わない」と思えるようになるまでには時間がかかる。彼女はいろいろな人の関わりで、看護師になりたいと言えるようになり、実現した。

◇息の長い支援を
　私がしてきたのは調査だが、必要なケースは支援もしている。特に、早くから男性とだけつながるようになった女性の孤独は非常に深い。非行傾向を持ちながらも学校に行き、ヤンキーになるなどして友達をつくれた子たちはまだ、他人と交渉する力はある。不登校にして単独にしない、なんとか学校につなぐということが大事だ。風俗業界で働いていることへの道徳的な判断を急がず、どう尋ねるのか、どう聞くのかということも、支援の現場では徹底して考えてほしい。

　一度助けてもらって全て変わることはない。ただ、助けてもらった子は大抵、次の危機的状況でも「助けて」と言える人になっている。「２０歳くらいまでには落ち着くかな」と思いながら、長くやっていく必要がある。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　うえま・ようこ　１９７２年沖縄県生まれ。琉球大学教育学部研究科教授。専攻は教育学、生活指導の観点から、主に非行少年少女の問題を研究。１９９０年代後半から２０１４年にかけて東京で、以降は沖縄で未成年の少女たちの調査・支援に携わる。共著に「若者と貧困」（明石書店）。本書が初めての単著となる。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20170516-00000012-ryu-oki
・ユニセフ、ネット上の子どもの性的搾取など犯罪防止に向けたガイドブックを発表（５月１６日）
佐藤仁  | 情報通信総合研究所　副主任研究員
世界規模でスマホやネットの拡大によって、子どもの性的虐待に関するコンテンツがネット上で驚異的に拡散するなどインターネットは、子どもたちを新たな、また進化する形態の性的搾取の危険性に晒している。性的なテキストメッセージまたは写真をスマホ間で送るセクスティング（sexting）のような行為も子どもたちを性的虐待や搾取の危険に晒している。またそのようなコンテンツは「online grooming」と呼ばれるネットでの勧誘は大きなビジネスにもなっており、日本にとっても決して対岸の火事の話題ではない。
そこでユニセフは2017年5月に、児童に対する商業的な性的搾取の根絶を目標とする国際的ネットワークECPAT Internationalおよび世界宗教者平和会議（Religions for Peace）と協力して、世界の宗教コミュニティによる子どものインターネット上の性的搾取に対する予防、対処及び終結に向けた取り組みを強化することを目的とした新たなガイドブック「インターネット上の性的搾取から子どもたちを守る（Protecting Children from Online Sexual Exploitation）」を発表した。
新しいガイドブックは、宗教を基盤とした組織や宗教指導者たちが、この問題に関する考え方に影響を与え、議論を喚起し、基準を設定するなど道徳的権威を活用した活動ができるユニークな立場にある。また宗教指導者たちは、加害者が助けを求めたときに行動を起こしたり、家族に対して子どもを守るためのアドバイスやツールを提供することも出来る立場にある。
ガイドブックは、例えばネット上で子どもたちが晒されるリスク、ネット上の子どもの性的搾取の影響、加害者および人身売買やあっせんを行う仲介者の歪んだ動機について説明している。この犯罪に対処するための宗教コミュニティの重要な役割を示し、彼らの精神的、道徳的、社会的影響ならびに子どもに対する暴力を終わらせるための義務についても指摘。さらに子どもの保護についての異なる宗教の視点を提供すると同時に、宗教指導者やコミュニティが子どもの正義と保護を追及するために取るべき行動についても、以下のように示している。
・安全で子どもにやさしい空間の提供：すべての礼拝所や宗教的施設は、暴力の被害者を含む子どもや青年に対して安全、サポートを提供し、安全で子どもにやさしいコミュニティの構築を手助けする。
・意識の向上：人々は宗教指導者に道徳的な指導やアドバイスを求める。宗教的指導者はこのガイドブックを使い、タブー視されていた性的虐待や搾取についてそれぞれの宗教が伝統的にどのような見解をもっているか等についてコミュニティと話し合う。
・ 虐待の報告：宗教的指導者は子どもたちやコミュニティのメンバーが搾取や虐待の例を報告するように促し、またコミュニティの誰かが、子どもたちが危険に晒されていることを知っていたり、懸念することがあれば、警察やヘルプライン等の第三者に連絡する。
・子どものためのアドボカシー（政策提言）：宗教指導者や宗教コミュニティは、性的暴力のリスクや影響に関する情報を共有し、子どもたちを保護するための地域に根差した施設を支援することで、子どもや青年にとってより安全な世界の構築を手助けする。
・協力：宗教コミュニティはネット上の子どもの性的搾取の問題に取り組むために、目的、資源、経験を共有できる他の団体と協力する。
子どもたちの中には金銭や生活のために自らの意志で性をネット上で商品化する子もいるかもしれない。だがネット上の性的搾取に対しては基本的に脆弱な立場だ。ネットでは誰も簡単にあらゆるコンテンツにアクセスできる。そしてあっという間に写真や情報も拡散されていく。子どもたちへの性的虐待、搾取など犯罪を確実に防止するためにガイドブックを活用していくことが求められている。
ECPAT InternationalのDorothy Rozga事務局長は子どものための宗教者ネットワーク（GNRC）第5回フォーラムで「もし世界がインターネット上での子どもの性的搾取を根絶しようとするならば、世界で最も影響力のある組織がその役割を果たさなければなりません。そして宗教コミュニティ以上に影響力を持つ団体はないに等しい。約50億人に上る世界のほとんどの人々が宗教コミュニティに属していていることを考えれば、宗教指導者たちには潜在的に、この恐ろしい犯罪との戦いを先導できる大きな可能性がある」と述べている。
またユニセフのプログラム局長エドワード・チャイバン氏は 「インターネット上の性的虐待と搾取は、男の子にも女の子にも関係する世界的に悪化している問題。多くの場合、それは家の中やコミュニティの中で最も親しい間柄の人々の手によって行われ、子どもたちは黙って耐えるしかありません。宗教コミュニティや宗教を基盤とした組織は、彼らが持つ信条（価値）、道徳的権威や広範なネットワークを通して、この犯罪を取り巻く沈黙を破り、子どもたちをこの非道な行為から守り、影響を受けた子どもたちには傷を癒し保護するために必要不可欠な支援サービスに繋げるという重要な役割を果たしていく」と述べている。
「インターネット上の性的搾取から子どもたちを守る（Protecting Children from Online Sexual Exploitation）」
https://news.yahoo.co.jp/byline/satohitoshi/20170516-00071025/
・体罰で脳に悪影響…「愛の鞭」やめるには？（5月25日）
　先週、厚労省の研究班が発表した「愛の鞭（むち）ゼロ作戦」。子どもへの愛の鞭だとして体罰などをする親に対して、愛の鞭という考え方自体をやめさせようというものだ。虐待は子どもの脳の発達に深刻な影響をもたらすという。「愛の鞭」をやめるためのポイントとは―

■「言葉の暴力」も虐待になる
　そもそも体罰を“愛の鞭”と思っているのは親だけで、子どもには恐怖しか与えない。初めはしつけだと思っていると次第にエスカレートして虐待へとつながることになる。

　まずは、増加し続ける“虐待”のデータについて見てみる。全国の児童相談所が対応した児童虐待の相談件数は、２００６年度には、約３万７０００件程だったが、２０１５年度には、１０万３０００件を超えていて、３倍近くにもなっていることがわかる。

　そして、この相談内容を内容別に見てみると―「心理的虐待」がほぼ半数の４７．２％と一番多く、殴る蹴るなどの「身体的虐待」は２７．７％、次に「ネグレクト（育児放棄）」「性的虐待」と続く。

　虐待と言っても、身体的なものより、心理的なものの方が圧倒的に多いのもポイントだろう。この心理的虐待というものを具体的に言うと、子どもに向かって暴言を吐いたり、他の兄弟と比べて、差別的に扱ったりすることだけでなく、子どもの目の前で、暴力をふるうことなども心理的虐待になる。つまり、子どもに直接、手を上げなくても虐待になる。

■体罰で「前頭前野」付近が１９％縮小
　さらに、最近の研究で虐待につながる体罰は脳の発達にまで深刻な影響を与えてしまうことがわかってきた。福井大学の友田教授とアメリカ・ハーバード大学との共同研究で、アメリカに住む１８歳～２５歳の１５００人を対象に行われた調査で明らかになったことがある。

　子どもの頃、長期的に頬に平手打ちをされるなど、激しい体罰を受けた人の脳の断面の画像を見ると――激しい体罰を受けた人の脳は体罰を受けていない人の脳に比べて、「前頭前野」付近の容積が平均で１９．１％縮小していたという。

　この「前頭前野」は、感情や理性をコントロールしているが、ここが萎縮してしまうと、うつ病など感情面での問題や非行など行動面での問題が出てくると考えられるという。

■心理的虐待は、対人関係に支障も
　また、脳に影響を与えるのは、心理的虐待でも明らかになっている。子どもの頃に長期間、両親の間での「ＤＶ（家庭内暴力）」を目の当たりにしてきた人の脳の画像を見てみると、健康な人の脳と比べて「視覚野」周辺の容積が、平均で６．１％縮小していたという。

　この「視覚野」は、目で見たものを受け止めて、認識する部分だが、ここが萎縮すると、視覚から得られる情報に影響が出る可能性がある。例えば、話している相手が、喜んでいるのか、怒っているのか表情を読み取れずに対人関係に支障をきたすことも考えられる。

■イライラが爆発しそうな時は―
　ただ、悪い事だとわかっていても子育て中の方からは子どもが言うことを聞かなくて、つい怒鳴ってしまうこともあるかもしれない。イライラが爆発してしまいそうになる時には、踏みとどまる必要がある。

　厚生労働省研究班の立花医師は、少しの間だけ、子どもから離れて別の部屋に行ってみたり、深呼吸をしてみたりすることも効果的で、踏みとどまる自分なりの方法を見つけておくことが大切だと話す。

■子どもを抱きしめてみるのも効果的
　諏訪中央病院・鎌田實名誉院長は、子育て中の人に、子どもを抱きしめることをすすめているという。愛情を持って抱きしめると、親と子どもの脳から“愛情ホルモン”とも呼ばれるオキシトシンが分泌される、といわれている。

　オキシトシンには、ストレス軽減効果があって、お互いの気持ちを安定させる効果が期待できる。子どもへ愛情を注ぐような気持ちで抱きしめてみるといいそうだ。

■１人で抱え込まずにＳＯＳを
　今回の結論は「親もＳＯＳを」。子どもを育てる、というのは大変なことだ。困った時はＳＯＳを出したい。家族や友達、自治体の子育て相談窓口に話を聞いてもらうのもいい。

　子育てがうまくいかなくて、つい子どもにあたってしまう、といった悩みを２４時間、専門家に相談することができる番号がある。番号は全国共通で「１８９（いちはやく）」番。近くの児童相談所につながる。育児の負担を１人で抱え込まずにＳＯＳを出すことが大切だ。
https://headlines.yahoo.co.jp/videonews/nnn?a=20170525-00000064-nnn-soci
＊西日本新聞
・出自知る権利どう守る　法的位置付け曖昧なまま　熊本「赤ちゃんポスト」開設１０年
（5月10日）
　熊本市の慈恵病院が「こうのとりのゆりかご（赤ちゃんポスト）」を開設して１０年。親が育てられない子を匿名で受け入れる異例の取り組みは、幼い１２５人の命を未来へつないだ。思春期を迎え、出自を知らずに育つ人権上の課題に直面しつつあるが、対応は現場任せで国や自治体の制度的検討は手つかずのままだ。妊娠に関する電話相談は増え続け、母子の孤立や貧困などの現実も浮かび上がる。
　年間十数件のペースで院内に響く突然のブザーは、ゆりかごに乳幼児が預けられた合図だ。看護師らは階段を駆け降り、保育器へ向かう。竹部智子看護部長（４９）は「赤ちゃんの無事を確かめるまでの緊張感は慣れることがない」と明かす。
　ある元職員は、育ての親（養親）からの手紙を大切に保管している。成長を知らせる便りもあれば、厳しい現実の内容もある。
　数年前の一通。養親は３歳になった子にたたかれたり、物を投げつけられたりしていた。幼児が大人の愛情を試す特有の行動。小学生になり親子関係は改善したと聞くが「結果オーライではいけない。養親を支える公的仕組みが乏しい」と元職員は言う。
　初期に預けられた子は中学生になった。匿名で預けられたため、生みの親の素性や経緯などを知ることができない事例もある。命を最優先する病院側は「匿名でなければ守れない命もある」との立場。対照的に子どもを保護する児童相談所は、実親を見つけることが里親委託や特別養子縁組につながる早道で、子の養育のプラスという。子どものため、それぞれに譲れない一線がある。
　出自を知る権利を巡っては、同院が取り組みを参考にしたドイツは２０１４年に「内密出産法」を施行。相談機関に実名を明かしても、医療機関では匿名で出産ができるとの内容だ。
　ゆりかご設置の０７年、第１次政権の安倍晋三首相は「大変、抵抗を感じる」と不快感を示したが、匿名で預かることに関しては法的位置付けが今も曖昧だ。ゆりかごの利用状況を検証する市の専門部会長の山縣文治関西大教授（６２）＝児童福祉＝は「国は逃げ続けてきた。きちんと見解を示すべきだ」と指摘する。
　同院が開設した２４時間対応の妊娠相談電話は、昼夜を問わず鳴る。妊娠の仕組みすら知らない幼い声の相談から、不倫、貧困、相談相手がいない孤立など内容はさまざま。１６年度の相談は過去最多の６５６５件に上った。
https://www.nishinippon.co.jp/nnp/national/article/327148
＊一般社団法人レインボーフォスターケア
・児童養護施設におけるLGBT児童調査報告書（詳細版）
file:///C:/Users/cap-j/Downloads/%E8%A9%B3%E7%B4%B0%E7%89%88.pdf
・児童養護施設におけるLGBT児童調査報告書（ダイジェスト版）
file:///C:/Users/cap-j/Downloads/%E3%83%80%E3%82%A4%E3%82%B8%E3%82%A7%E3%82%B9%E3%83%88%E7%89%88.pdf
